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第１節第１節第１節第１節　　大気汚染　　大気汚染　　大気汚染　　大気汚染
１．大気汚染に係る環境基準及び環境保全目標値

環境基準とは環境基本法第１６条第１項により「人の健康を保護し、及び生活環境

を保全するうえで維持されることが望ましい基準」として、大気関係では次の５物質

について定められている。

（１）大気の汚染に係る環境基準（第３章　　表１）

物質 二酸化硫黄 一酸化炭素 浮遊粒子状物質 二酸化窒素 光化学オキシダント

環 １時間値の１日 １時間値の１日 １時間値の１日 １時問値の 1 日 1 時間値が 0．06
境 平均値が 0．04 平均値が 10ppm 平均値が 0．10 平均値が 0．04 ppm 以下である

上 ppm以下であり、以下であり、か mg／m3以下であ ppm から 0．06 こと。

の かつ１時間値が つ 1 時間値の８ り、かつ 1 時間 ppm までのゾー 　

条 0．1ppm 以下で 時間平均値が 20
値が 0．20mg／
m3 ン内またはそれ 　

件 あること。 ppm 以下である 以下であること。 以下であること。 　

　 　 こと。 　 　 　

（２）大気の汚染に係る環境保全目標（三重県）

環境保全目標とは、三重県が年平均値の目標として、二酸化硫黄と二酸化窒素

について定めたもので、二酸化硫黄についてはほぼ環境基準に、二酸化窒素につ

いては環境基準のゾーンの下限にそれぞれ相当する。

（第３章　　表１）

　　　　

　　

２．あゆみ

昭和３０年代から４０年代の四日市の大気汚染の主要原因物質は、工場から排出さ

れる硫黄酸化物硫黄酸化物硫黄酸化物硫黄酸化物であった。市では県の協力のもとに大気汚染状況の監視のため、昭和

３５年に二酸化鉛法による硫黄酸化物測定並びに簡易ばいじんビン法による降下ばい

じん測定を開始したのをはじめ、昭和３７年には磯津町で自動測定機による二酸化硫

黄の測定を開始した。

昭和３９年には「ばい煙の規制等に関する法律」の指定地域となり、硫黄酸化物に

ついて濃度による排出基準が適用されることとなったが、数多くの低煙源から排出さ

物質 二酸化硫黄 二酸化窒素

環

境

保

全

目

標

年 平 均 値 が

0．017ppm 以下

であること。

年 平 均 値 が

0．020ppm以下

であること。
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れる硫黄酸化物は、季節風の影響を受け磯津町などで局地的に非常に高い濃度を示し

た。

その後、昭和４３年には「大気汚染防止法」による拡散希釈効果を考慮したＫ値規

制が行われ、高煙突が相次いで建設された。これと同時に低硫黄良質燃料の使用等に

よる発生源対策が推進され、高濃度局地汚染の傾向は次第に弱まり、低濃度広域汚染

の様相を一時的に見せたものの環境濃度の上では相当の改善が認められるようになっ

た。さらに狭あいな地域に工場が集中立地している状況をふまえ、全国に先がけ抜本

的対策として昭和４７年４月から三重県公害防止条例により総量規制が実施され、翌

４８年３月には、主要１６工場の排煙状況を常時監視する煙源テレメーターシステム

も導入された。これら一連の規制と監視の強化により低硫黄重油など良質燃料の使用、

排煙脱硫装置の設置など硫黄酸化物対策が促進され、昭和５１年度には当初に指定さ

れた全国 11 の総量規制指定地域の中でいち早く長期的評価に基づく環境基準を達成

し、硫黄酸化物汚染地域の汚名を返上した。昭和５１年度以降は県の定めた環境保全

目標以下の良好な状態で推移している。

二酸化硫黄濃度（年平均値）の経年変化（第３章　　図１）
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二酸化硫黄濃度の経年変化二酸化硫黄濃度の経年変化二酸化硫黄濃度の経年変化二酸化硫黄濃度の経年変化
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目標値

窒素酸化物窒素酸化物窒素酸化物窒素酸化物とは、おもに物の燃焼に伴い、空気中あるいは燃料中の窒素が酸素と反応

して生成する物質であり、発生源としては、固定発生源（工場及び事業場）と移動発生

源（自動車等）に大別される。

固定発生源については、昭和４８年大気汚染防止法により、排出基準が設定された。

その後、昭和４９年９月、三重県公害防止条例による総量規制が行われ、工場において

は燃焼方法の改善（低ノックスバーナー等）や排煙脱硝装置の設置等が実施されてきた。

移動発生源、特に自動車については自動車排出ガス規制として一酸化炭素、炭化水素、

窒素酸化物及び粒子状物質が定められているが、このうち窒素酸化物についてはガソリ

ン・ＬＰＧの乗用車に対して昭和５３年規制、トラック、バスやディーゼル乗用車につ

いても順次規制強化が実施されてきている。

本市では、窒素酸化物の自動測定を昭和４８年度から開始し、監視体制の拡充をはか

ってきた。

なお、三重県が昭和５４年７月に二酸化窒素についての環境保全目標を年平均値が

０．０２０ｐｐｍ以下と定めたが、次のグラフで示すように、ここ数年微増含みの横ば

い傾向で推移している。平成１１年度は一般環境大気測定局では三浜小学校で、自動車

排出ガス測定局では納屋測定局、東名阪測定局の２局ともこの値を超えている。

二酸化窒素硫黄濃度（年平均値）の経年変化（第３章　　図２）
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二酸化窒素濃度の経年変化二酸化窒素濃度の経年変化二酸化窒素濃度の経年変化二酸化窒素濃度の経年変化
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　　広域大気汚染物質である光化学オキシダント光化学オキシダント光化学オキシダント光化学オキシダントは、大気中の窒素酸化物や炭化水素等が

強い紫外線により光化学反応を起こして生成されるオゾン等の強酸化性物質で、前述の

窒素酸化物に加えて炭化水素の漏洩防止対策が必要である。そのため三重県公害防止条

例により昭和４９年から炭化水素貯蔵施設に対する構造等の基準が定められた。

　　光化学オキシダントの自動測定は昭和４７年度から開始し、緊急時の措置体制が確立

された。光化学スモッグの発生は、気象的要因に左右される面もある。平成１１年度は、

予報が４回発令され、注意報は発令されなかった。被害届もなかった。

光化学スモッグ被害者数（第３章　　図３）
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光化学スモッグ被害者数
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光化学予報等発令状況（第３章　　図４）
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昼間〔５時～２０時〕の１時間値が 0.06ppm を超えた時間数（全国平均）（第３章　　図５）
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浮遊ふんじん浮遊ふんじん浮遊ふんじん浮遊ふんじんとは、大気中に浮遊する粒子状物質のことであり、その中で粒径が１０
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μｍ以下のものが、浮遊粒子状物質として定義されている。

　　発生源としては、工場、事業場の燃焼施設、自動車排出ガス、風による土壌の巻き上

げ、さらにガス状で排出された物質が大気中で物理化学変化してできた粒子（二次生成

粒子）等、多岐にわたっている。そのため、削減対策が困難なものもあり、近年環境濃

度は横ばいで推移している。

浮遊ふんじん濃度（年平均値）の経年変化（第３章　　図６）

　

浮遊ふんじんの経年変化浮遊ふんじんの経年変化浮遊ふんじんの経年変化浮遊ふんじんの経年変化
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（注）　昭和 59 年度以降の磯津､四商、三浜、北高及び昭和 62 年度以降の窯業センターは

浮遊粒子状物質である。

　　炭化水素炭化水素炭化水素炭化水素は大気中に存在する有機化合物の総称であり、その成分は非常に多種類にわ

たっている。大気汚染常時監視においては、メタンと非メタン炭化水素に分類して測定

されており、このうち反応性に富む非メタン炭化水素は光化学オキシダントの原因物質
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の一つと考えられている。このため光化学スモッグ対策の観点より、大気中の炭化水素

濃度の指針が昭和５１年８月に中央公害対策審議会から答申され、指針値（非メタン炭

化水素濃度の午前６時から９時までの３時間平均値とし０．２０ｐｐｍＣから０．３１

ｐｐｍＣの範囲内又はそれ以下であること）が定められた。

　　炭化水素の自動測定は昭和５３年度から開始し、監視体制の拡充をはかってきた。非

メタン炭化水素の年平均値は近年減少傾向にあるが、平成１１年度は四日市商業高校局

を除く４局で指針値を満足できなかった。

　　また、メタンについては、近年は地球温暖化の原因物質として注目されてきている。

非メタン炭化水素（年平均値）の経年変化（第３章　　図７）

　

非メタン炭化水素濃度の経年変化非メタン炭化水素濃度の経年変化非メタン炭化水素濃度の経年変化非メタン炭化水素濃度の経年変化
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市内の大気汚染常時監視は、昭和３７年磯津町で二酸化硫黄の測定を開始して以来、

順次測定網の充実を図り、現在では一般環境大気測定局９局、自動車排出ガス測定局２

局の計１１局で実施している。これら各測定局のデータは、パーソナルコンピュータを

利用したテレメーターシステムにより市役所に収集され、大気汚染状況の監視及び市民

への情報提供等に利用されている。

また、常時監視測定局のほか、広域的に大気汚染状況を把握するため、ＴＥＡプレー

ト法による二酸化窒素の測定を２８地点で行っている。

大気汚染常時監視測定局及び機器整備状況（第３章　　表２）
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測　定　局

設

置

年

度

二

酸

化

硫

黄

浮

遊

粒

子

状

物

質

窒

素

酸

化

物

オ

キ

シ

ダ

ン

ト

炭

化

水

素

風

向

風

速

テ

レ

メ

｜

タ

｜

1.磯津 S38 ○ ○○○○○ ○

2.市役所 S47 ○ ○ ○

3.窯業センター S39 ○ ○○ ○ ○

4.富洲原小学校 S48 ○ ○ ○ ○

5.四日市商業高校 S47 ○ ○○○○○ ○

6.南 S43 ○ ○○○ ○ ○

7.三浜小学校 S4１ ○ ○○○○○ ○

8.四日市北高校 S46 ○ ○○○○○ ○

9.西朝明中学校 H5 ○ ○ ○

10.納屋 S52 ○ ○○ ○ ○

11.東名阪 S61 ○ ○○ ○ ○

計 　 10
1
0 9 5 5 9１１

大気汚染常時監視測定局配置図　（第３章　　表２）

　　

　 測定局 所在地

1 磯津 磯津町地内旧海岸堤塘敷

2 市役所 諏訪町 1-5



41

3 窯業センター 東阿倉川町 788
4 富洲原小学校 富州原町 31-１4
5 四日市商業高校 尾平町字永代寺

6 南 小古曽町字西谷

7 三浜小学校 海山道町 1-1532-1
8 四日市北高校 大字茂福字横座 668-1
9 西朝明中学校 北山町 1169
10 納屋 蔵町 4-17
11 東名阪 菅原町南川原 68-1

（平成 11年度）

（注）納屋､東名阪局は自動車排出ガス測定局

３．現況３．現況３．現況３．現況
（１）硫黄酸化物（１）硫黄酸化物（１）硫黄酸化物（１）硫黄酸化物

ァ．自動測定機（溶液導電率法）による測定

　市内８地点で測定し、全測定局において昭和５１年度以来引続いて長期的評価に

基づく環境基準を達成しており、低濃度域で横ばいとなっている。

なお、平成１１年度の年平均値の８局平均は０．００７ｐｐｍであった。

二酸化硫黄測定結果（第３章　　表３）

　　　

有効

測定

日数

測定時間年平均値

１時間値が 0.1ppm
を超えた時間数と

その割合

日 平 均 値 が

0.04ppmを超えた

日数とその割合

１ 時 間 値

の最高値

日平均値

の ２ ％

除 外 値
測定局

(日) (時間) (ppm) (時間) (%) (日) (%) (ppm) (ppm)
磯津 365 8,743 0.009 0 0.0 0 0.0 0.148 0.019
市役所 366 8,737 0.005 0 0.0 0 0.0 0.033 0.010
窯業センター 365 8.739 0.007 0 0.0 0 0.0 0.042 0.013
富洲原小学校 365 8,731 0.007 0 0.0 0 0.0 0.052 0.014
四日市商業高校 366 8,744 0.005 0 0.0 0 0.0 0.025 0.010
南 333 7,981 0.005 0 0.0 0 0.0 0.032 0.010
三浜小学校 294 7,974 0.007 0 0.0 0 0.0 0.052 0.012
四日市北高校 364 8,717 0.007 0 0.0 0 0.0 0.032 0.015

環境基準：１時間値の１日平均値が０．０４ｐｐｍ以下であり、かつ、１時問
値が０．１ＰＰｍ以下であること。（長期的評価は日平均値の２％除
外値で評価する。）

環境保全目標（県）：年平均値０．０１７ｐｐｍ以下

（２）窒素酸化物（２）窒素酸化物（２）窒素酸化物（２）窒素酸化物

ア．自動測定機（ザルツマン法）による測定

　市内７地点で測定を実施している。平成１１年度の二酸化窒素について環境基準

の適合状況をみると、日平均値の年間９８％値が０．０２９ｐｐｍ～０．０４１ｐ

ｐｍの範囲にあり、全測定局とも引き続き環境基準を達成している。なお、県の定

めた環境保全目標を超えたのは、国道２３号に近い三浜小学校測定局で年平均値が、
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０．０２５ｐｐｍであった。

二酸化窒素測定結果（第３章　　表３）

有効

測定

日数

測定時間 年平均値

日平均値が

0.06ppm を超え

た

日数とその割合

日平均値が

0.04ppm 以上

0.06ppm 以下の

日数とその割合

1 時間値

の最高値

環境基準評価

日平均値の

年間９８％値
測定局

(日) (時間) (ppm) (日) (%) (日) (%) (ppm) (ppm)
磯津 362 8,654 0.020 0 0.0 12 3.3 0.076 0.041
窯業センター 366 8,744 0.018 0 0.0 1 0.3 0.073 0.036
四日市商業高校 362 8,668 0.016 0 0.0 3 0.8 0.068 0.036
南 364 8,730 0.013 0 0.0 0 0.0 0.068 0.034
三浜小学校 365 8,736 0.025 0 0.0 14 3.8 0.071 0.041
四日市北高校 359 8,620 0.019 0 0.0 4 1.1 0.079 0.038
西朝明中学校 366 8,746 0.014 0 0.0 2 0.5 0.075 0.029

　　環境基準：１時間値の１日平均が０．０４ｐｐｍから０．０６ｐｐｍまでのゾ

ーン内またはそれ以下であること。（日平均値の年間９８％値で評

価する。）

　環境保全目標（県）：年平均値０．０２０ｐｐｍ以下

一酸化窒素測定結果（第３章　　表７）

有効測定日数 測定時間 年平均値
1 時間値の

最高値

日平均値の

年間９８％値測定局

(日) (時間) (ppm) (ppm) (ppm)
磯津 362 8,654 0.010 0.151 0.047
窯業センター 366 8,744 0.011 0.250 0.056
四日市商業高校 362 8,668 0.007 0.158 0.036
南 364 8,730 0.005 0.133 0.024
三浜小学校 365 8,736 0.022 0.234 0.084
四日市北高校 359 8,620 0.010 0.174 0.052
西朝明中学校 366 8,746 0.007 0.244 0.029

窒素酸化物測定結果（第３章　　表８）

　　

イ．簡易測定法（ＴＥＡプレート法）による測定

市内２８地点（平成 11年度は２９地点）で測定を実施している。平成 11 年度の全市

有 効
測 定
日 数

測定時間 年平均値
１時間値

の最高値

日平均値の

年間 98％値

N02／
NO+N02測定局

(日) (時間) (ppm) (ppm) (ppm) (%)
磯津 362 8,654 0.030 0.202 0.088 65.8
窯業センター 366 8,744 0.029 0.288 0.090 63.4
四日市商業高校 362 8,668 0.024 0.195 0.070 68.4
南 364 8,730 0.018 0.170 0.058 73.8
三浜小学校 365 8,736 0.048 0.284 0.122 53.3
四日市北高校 359 8,620 0.029 0.209 0.184 64.1
西朝明中学校 366 8,746 0.020 0.297 0.055 67.0
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平均値はｌ．５５mg/100 ㎝２/月であった。最高値は納屋測定局で２．６１mg/100 ㎝２/月

であり、最低値は水沢谷町配水池で０．８５mg/100 ㎝２/月であった。

二酸化窒素測定結果（第３章　　表９）

No 測定地点 用途地域 測定値 No測定地点 用途地域 測定値

1四日市市役所 商業 1.9616 暁学園 その他 1.54

2富洲原保育園 第 1 種住居 1.5917 下野小学校 その他 1.25

3四日市高校 第 1 種住居 1.4818 大矢知興譲小学校 第 1 種住居 1.58

4羽津小学校 第 1 種住居 1.7419 四日市農芸高校 その他 1.35

5常磐中央幼稚園 第 2 種低層住居専用 1.3320 水沢谷町配水池 その他 0.85

6四日市南高校 第 2 種低層住居専用 1.3721 保々中学校 その他 0.99

7四日市四郷高校 その他 1.2022 海蔵小学校 準工業 1.89

8四日市測候所 第 2 種低層住居専用 0.9623 橋北中学校 第 2 種住居 1.86

9海山道 第 2 種住居 2.3024 四日市市漁協(磯津) その他 2.00

10 小山田地区市民センターその他 0.9325 南消防署 準工業 2.46

11 川島幼稚園 第 1 種住居 1.1926 四日市港管理組合 商業 2.19

12 四日市商業高校 第 2 種中高層住居専用 1.5727 納屋測定局 近商 2.61

13 桜小学校 その他 1.1228 東名阪測定局 その他 1.44

14 生桑 第 2 種低層住居専用 1.1929 塩浜地区市民センター 第 2 種住居 1.45

15 大池中学校 その他 1.52　 全市平均 　 1.55

(mg/100cm3/月)

ＴＥＡ法：　ＴＥＡとは、トリエタノールアミンの略で、これを二酸化窒素の捕集剤とし

てシャーレ（ガラス皿）に入れ、電柱や建物の屋上を利用して大気中に１カ月

間放置し、捕集された二酸化窒素を測定する。

（３）光化学オキシダント（３）光化学オキシダント（３）光化学オキシダント（３）光化学オキシダント

　　　市内５測定局で自動測定機により測定（中性ヨウ化カリウム法）を実施している。

平成１１年度の環境基準の適合状況をみると、昼間における非適合率（１時間値が

０．０６ｐｐｍを超えた割合）は、８．９％～２１．９％であった。

なお、光化学スモッグ予報は４回発令されたが、注意報の発令はなかった。被害届

もなかった。

　光化学オキシダント測定結果（第３章　　表１０）

昼間

測定

日数

昼間

測定

時間数

昼間の 1 時間値が

0.06ppm を超えた

日数及び時間数と

その割合

昼間の 1 時間値が

O.12ppm 以上の

日数及び時間数と

その割合

昼間の

1 時間値

の最高値

昼間の

1 時間値

の平均値
測定局

(日) (時間) (日) (時間) % (日) (時間) % ppm ppm
磯津 363 5,349 150 720 13.5 1 1 0.0 0.122 0.055
四日市商業 349 5,146 114 678 13.2 7 10 0.2 0.158 0.054
南 359 5,315 164 1164 21.9 5 8 0.2 0.145 0.059
三浜小学校 352 5,192 97 461 8.9 2 3 0.1 0.124 0.047
四日市北高 355 5,223 153 911 17.4 4 6 0.1 0.139 0.057

（注）昼間：５時から２０時までの時間帯をいう。
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環境基準：１時間値が０．０６ｐｐｍ以下であること。

（４）炭化水素（４）炭化水素（４）炭化水素（４）炭化水素

　市内５測定局で自動測定機により測定（ガスクロマトグラフによる直接法）を実施し

ている。平成１１年度も非メタン炭化水素の指針値（０．２０～０．３１ｐｐｍＣ：６

時～９時の３時間平均値）については四日市商業高校局を除く３局で満足できなかった。

非メタン炭化水素測定結果（第３章　　表１１）

6 ～ 9 時

3 時間平均値
測定時間 年平均値

6～9 時

年 平 均

値

６～９時

測 定 日

数

最高値 最低値

6～9時 3時間平均

値が 0.20ppmC を

超えた日数とその

割合

6～9時 3時間平

均 値 が

0.31ppmC を超

えた日数とその

割合

測定局

(時間) (ppmC) (ppmC) (日)
(ppmC

)
(ppmC

) (日) (%) (日) (%)
磯津 8,620 0.27 0.37 361 2.13 0.02 277 76.7 181 50.1
四日市商業高校 8,595 0.05 0.05 360 0.21 0.01 1 0.3 0 0.0
三浜小学校 8,226 0.40 0.41 346 1.06 0.07 305 88.2 231 66.8
四日市北高校 8,629 0.18 0.18 363 0.58 0.04 121 33.3 29 8.0

指針値：　非メタン炭化水素濃度の午前６時から９時までの３時問平均値として０．２０

ｐｐｍＣから０．３１ｐｐｍＣの範囲内又はそれ以下であること。

メタン及び全炭化水素測定結果（第３章　　表１２）
メタン 全炭化水素

6～9 時

3 時間平均値

6～9 時

3 時間平均値
測定

時間

年

平均値

6～9 時

における

年 平 均

値

6～9
時

測 定

日数
最高値 最低値

測定時間
年

平均値

6～9 時

における

年 平 均

値

6～9
時

測定

日数
最高値最低値

測定局

(時間) (ppmC) (ppmC) (日) (ppmC)(ppmC)(時間)
(ppmC
)

(ppmC
) (日)

(ppm
C)

(ppm
C)

磯津 8,620 1.81 1.85 361 2.33 1.67 8,620 2.08 2.22 361 4.21 1.69
四日市商業高校 8,595 1.85 1.89 360 2.38 1.68 8,595 1.91 1.94 360 2.45 1.71
三浜小学校 8,226 1.86 1.94 346 2.82 1.67 8,226 2.26 2.35 346 3.68 1.86
四日市北高校 8,629 1.87 1.90 363 2.62 1.68 8,629 2.05 2.08 363 2.94 1.77

（（（（6）浮遊粒子状物質）浮遊粒子状物質）浮遊粒子状物質）浮遊粒子状物質

     市内８測定局で自動測定機により測定（β線吸収法）を実施している。平成 1１年度

の環境基準の適合状況をみると、日平均値の２％除外値は 0.066～0.084mg／ であり、

環境基準の長期的評価については全局で環境基準を達成したものの、短期的評価につい

ては市役所局を除く７局で環境基準を達成できなかった。

浮遊粒子状物質測定結果（第３章　　表１３）

有 効 測

定日数
測定時間 年平均値

1 時 間 値 が

0.20mg/m3 を超

えた時間数とそ

の割合

日 平 均 値 が

0.10 ㎎/m3 を

超えた日数と

その割合

1 時間値

の最高値

日平均値

の 2%除

外値
測定局

(日) (時間) (㎎/m3) (時間) (%) (日 (%) (㎎/m3) (㎎/m3)
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磯津 366 8,735 0.038 6 0.1 1 0.3 0.236 0.082
市役所 319 7,620 0.029 0 0.0 0 0.0 0.170 0.067
窯業センター 346 8,345 0.036 13 0.2 2 0.6 0.361 0.079
富洲原小学校 364 8,714 0.034 4 0.0 1 0.3 0.303 0.072
四日市商業高校 365 8,730 0.029 4 0.0 1 0.3 0.222 0.066
南 365 8,718 0.034 7 0.1 1 0.3 0.260 0.082
三浜小学校 350 8,410 0.039 7 0.1 11 0.3 0.280 0.084
四日市北高校 322 7,738 0.035 11 0.1 1 0.3 0.282 0.080

　　環境基準

　　長期的評価：　年間の日平均値の２％除外値が 0.10mg/m3以下であること。かつ、

　　　　　　　　日平均値が２日以上連続して 0.10mg/m3を超えないこと。

　　短期的評価：　日平均値が 0.10mg/m3以下、1時間値が 0.20mg/m3以下であること。

（（（（7）風向）風向）風向）風向・風速・風速・風速・風速

市内 9測定局で自動測定機により測定を実施している。全般には冬期は北西風が、

夏期には海からの南東風が多い。年間を通じては北西風の頻度が高い。

風速については朝が弱く、日中の 14時～16時頃が最も強くなる。

平成 11年度の年平均値は、1．1m／ｓ～2．９m／ｓであった。

（（（（8888）自動車排出ガス）自動車排出ガス）自動車排出ガス）自動車排出ガス

自動車排出ガスによる大気汚染を把握するため、本市で最も交通量の多い国道 23 号に

面した納屋測定局と東名阪自動車道に面している東名阪測定局で測定を実施している。

ァ．硫黄酸化物

平成 9年度から納屋測定局においても測定を開始し、束名阪測定局との 2局で測定

を実施している。平成 11 年度の日平均値の 2％除外値は 0．010ppm～0．015ppm の範

囲にあり、環境基準を達成した。

二酸化硫黄測定結果（第３章　　表１４）

有効

測定

日数

測定時間 年平均値

1 時 間 値 が

0.1ppm を超えた

時間数とその割

合

日 平 均 値 が

0.04ppm を超え

た日数とその割

合

1時間値

の 最 高

値

日 平 均

値の2％
除外値測定局

(日) (時間) (ppm) (時間) (%) (日) (%) (ppm) (ppm)
納屋 363 8,715 0.006 0 0.0 0 0.0 0.054 0.015
東名阪 366 8,742 0.004 0 0.0 0 0.0 0.025 0.010

環境基準： １時間値の 1日平均値が 0．04ppm 以下であり、かつ、1時間値が 0．1ppm

以下であること。（長期的評価は日平均値の 2％除外値で判断する。

環境保全目標（県）：　年平均値が 0．017ppm 以下であること。

ィ．窒素酸化物

納屋及び東名阪測定局で測定を実施している。平成 11 年度の環境基準の適合状況
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をみると、東名阪局においては環境基準を達成したものの、納屋局においては達成

できなかった。

二酸化窒素測定結果（第３章　　表１５）

有効

測定

日数

測定

時間

年

平均

値

1 時間

値 の

最 高

値

1 時間値が

0.1ppm 以上

0.2ppm 以下

の時間数と

その割合

日 平 均 が

0.06ppm を

超えた日数と

その割合

日 平 均 値 が

0.04ppm 以 上

0.06ppm 以 下

の日数とその割

合

日平均値

の年間

98％値

98％値評

価 に よ る

日平均値

が

0.06ppm
を 超 え た

日数

測定局

(日) (時間) (ppm) (ppm) (時間) (%) (日) (%) (日) (%) (ppm) (日)

納屋 364 8,718 0.032 0.200 48 0.6 10 2.7 100 27.3 0.062 3

東名阪 365 8,731 0.022 0.079 0 0.0 0 0.0 4 1.1 0.036 0

環境基準：１時間値の１日平均値が 0．04ppm から 0．06ppm までのゾーン内または

それ以下であること。（日平均値の年間 98％値で評価する。）

環境保全自標（県）：年平均値が 0．020ppm 以下であること。

　一酸化窒素測定結果（第３章　　表１６）

有効

測定

日数

測定時間 年平均値
1 時間値

の最高値

日平均値

の 年 間

98％値
測定局

(日) (時間) (ppm) (ppm) (ppm)
納屋 364 8,718 0.058 0.506 0.163
東名阪 365 8,731 0.024 0.405 0.092

窒素酸化物測定結果（第３章　　表１７）

有効

測定

日数

測定時間 年平均値
1 時間値の

最高値

日 平 均 値

の 年 間

98％値

ＮＯ2／
ＮＯ+ＮＯ2測定局

(日) (時間) (ppm) (ppm) (ppm) (%)
納屋 364 8,718 0.090 0.645 0.222 35.4
東名阪 365 8,731 0.046 0.456 0.119 48.0

ウ．浮遊粒子状物質

　納屋及び東名阪測定局で測定を実施している。平成 11 年度の環境基準の適合状況

をみると、東名阪局においては、環境基準を達成したものの、納屋局においては、

達成できなかった。

浮遊粒子状物質測定結果（第３章　　表１８）
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有効

測定

日数

測定時間 年平均値

1 時間値が 0.20
㎎/m3 を超えた時

間数とその割合

日平均値が 0.10
㎎/m3 を超えた日

数とその割合

1 時間値

の最高値

日平均値の

2%除外値測定局

(日) (時間) (㎎/m3) (時間) (%) (日) (%) (㎎/m3) (㎎/m3)
納屋 352 8,608 0.039 4 0.0 2 0.6 0.226 0.086
東名阪 355 8,536 0.029 3 0.0 1 0.3 0.316 0.075

工．炭化水素

納屋測定局で測定を実施している。平成 11 年度の非メタン炭化水素の指針値につ

いては満足できなかった。

非メタン炭化水素測定結果（第３章　　表１９）

　　指針値：非メタン炭化水素濃度の午前 6 時から 9 時までの 3 時間平均値として

0．20ppm C から 0．31ppm C の範囲内又はそれ以下であること。

6～9 時

3 時間

平均値

測定

時間

年

平均値

6～9 時

におけ

る年平

均値

6～9 時

測定

日数

最高値 最低値

6～9 時が

3時間平均値が

0.20ppmC を

超えた日数と

その割合

6～9 時

3 時間平均値が

0.31ppmC を

超えた日数と

その割合

測定局

(時間)
(ppmC

)
(ppmC

) (日)
(ppmC

)
(ppmC

) (日) (%) (日) (%)
納屋 8,443 0.37 0.41 349 2.76 0.06 268 76.8 180 51.6
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メタン及び全炭化水素測定結果（第３章　　表２０）
メタン 全炭化水素

6～9 時

3 時間平均値

6～9 時

3 時間平均値測定

時間

年

平均値

6～9 時

に お け

る 年 平

均　値

6～9 時

測定

日数 最高値 最低値

測定

時間

年

平均値

6～9 時

における

年 平 均

値

6～9 時

測定

日数 最高値 最低値

測定局

(時間) (ppmC) (ppmC) (日) (ppmC) (ppmC) (時間) (ppmC) (ppmC) (日) (ppmC) (ppmC)
納屋 8,443 1.84 1.87 349 2.16 1.69 8,443 2.20 2.28 349 4.53 1.86

（（（（9999）酸性雨）酸性雨）酸性雨）酸性雨

雨水は、通常、ほかの汚染物質の影響か全くない状態では水素イオン濃度指数（pH）

が 5．6程度を示す。この pH5．6 は、大気中の二酸化炭素が水に溶けた状態で示す PH

の値であることから、酸性雨とは pH が 5．6 以下の雨のことをいい、最近では酸性雪、

酸性霧、酸性の粒子状物質などを含めて「酸性雨」と総称されている。

酸性雨は、工場などで石油や石炭などの化石燃料を燃焼させたときの煙や、自動車

の排気ガスの中等に含まれる硫黄酸化物や窒素酸化物などが大気中へ排出されたあと、

太陽光線や炭化水素、酸素、水等の働きで、硫酸や硝酸などの酸性物質に変化し、こ

の酸性陸物質が大気中の水滴に溶け込んで雨や霧となったり、粒子の状態で地上に降

ってくるものと考えられている。

酸性雨の被害としては、人体への影響として目などの粘膜への刺激、雨が直接葉に

当たるためにおこる農作物の被害、土壌か酸性化することによっておこる森林への被

害、酸性雨が流入する湖沼の酸性化とそれによる魚介類への影響などがあり、生態系

に大きな被害をもたらすとされている。さらに、汚染物質は大気の循環によって広い

地域に広がり、各地で酸性雨を降らすことが懸念されている。

わが国では酸性雨による影響や被害は顕著ではないものの、将来、酸性雨の影響に

より生態系に被害をもたらす可能性が懸念されている。

本市では、酸性雨対策として、その実態を把握するため、平成 9 年度から市内の 2

カ所で酸性雨の調査を行っている。

測定結果は次の表のとおりで、特に pH の平均値でみると市役所が 5.67、水沢町が 5．

15 であった。

また、昭和 63年度から平成 4年度の 5カ年計画で環境庁が行った第二次酸性雨対策

調査の結果と比べても、全国レベルの 4．5～5．8と同程度であった。

平成 11 年度酸性雨の測定結果（第３章　　表２１）

測定地点 水沢谷町配水池 市役所

測定項目 最高 最低 単純平均 最高 最低 単純平均

PH 4.05 6.27 5.15 5.25 5.94 5.67
硫酸イオン 9.64 1.08 3.56 7.14 0.86 3.74
硝酸イオン 7.89 0.69 3.94 9.50 0.37 4.08
※イオン濃度の単位はμg/ml　　　　　　　　　　　　　(四日市市測定)
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酸性雨測定結果（第３章　　図１１）

平成１１年度酸性雨測定結果

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

４月中旬 ６月中旬 ７月中旬 ９月中旬 10月中旬 １月中旬 ２月中旬 ３月中旬

測定時期

ｐ
Ｈ

水沢谷町配水池

四日市市役所

(10)(10)(10)(10)有害大気汚染物質有害大気汚染物質有害大気汚染物質有害大気汚染物質

有害大気汚染物質とは、大気中の濃度が低濃度であっても人が長期的に暴露された場

合には健康影響が懸念される（長期毒性を有する）物質のことをいい、平成 9年 4月か

ら施行された改正大気汚染防止法で、国と地方公共団体は有害大気汚染物質による大気

の汚染状況を把握するための調査の実施に努めることとされた。また、トリクロロエチ

レン、テトラクロロエチレン、ベンゼンを指定物質として環境基準が設定された。

平成 11 年度、本市では市内 2カ所において、測定方法マニュアルの示されている優先

取組物質のうち 19物質の大気中濃度を調査した。
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有害大気汚染物質測定結果（第３章　　表２２）

（単位：　μｇ／m3）

測 定 地 点 四日市商業高校 三浜小学校

物 質 名 最小 最大 平均 最小 最大 平均

アクリロニトリル 　ND� 0.35 0.11 ND 7.3 1.5
塩化ビニルモニマー ND 1.7 0.40 0.089 11 3.1
クロロホルム 0.043 0.33 0.14 0.067 0.46 0.19
1,2-ジクロロエタン 0.031 1.2 0.26 0.073 2.0 0.46
ジクロロメタン 0.75 13 2.8 1.3 6.7 3.5
テトラクロロエチレン 0.054 0.35 0.16 0.034 0.73 0.24
トリクロロエチレン 0.094 1.3 0.54 0.12 1.8 0.59
1,3-ブタジエン 0.063 2.9 0.94 0.23 12 2.6
ベンゼン 0.43 4.9 1.9 0.91 8.6 3.4
アセトアルデヒド 1.0 12 4.4 1.8 19 6.1
ホルムアルデヒド 0.37 4.3 2.1 0.95 7.3 3.8
ニッケル及びその化合物 0.0016 0.026 0.0072 - - -
ヒ素及びその化合物 0.00060 0.012 0.0034 - - -
マンガン及びその化合物 0.0031 0.053 0.017 - - -
全クロム化合物 ND 0.0074 0.0027 - - -
ベリリウム及びその化合物 ND 0.000049 0.000012 - - -
水銀及びその化合物 ND 0.0031 0.0014 - - -
ベンゾ(a)ピレン 0.000090 0.0012 0.00034 - - -

※ＮＤ：検出下限値未満

調査結果は別表のとおりであり、環境基準（年平均値で評価）が設定されている 3物

質（テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、ベンゼン）のうち、テトラクロロエ

チレン、トリクロロエチレンについては、各地点とも環境基準を大きく下回っていた。

しかし、ベンゼンについては、三浜小学校において環境基準を超過した。

環境基準（第３章　　表２４）

物質名 環境基準

テトラクロロエチレン 年平均値　200�g/m3以下

トリクロロエチレン 年平均値　200�g/m3以下

ベンゼン 年平均値　　3�g/m3以下

ダイオキシン類 年平均値 0.6pg-TEQ/m3以下

(11)(11)(11)(11)ダイオキシン類ダイオキシン類ダイオキシン類ダイオキシン類

平成 12 年１月から施行されたダイオキシン類対策特別措置法により、ダイオキシン類

については大気汚染防止法とは別に対策がとられることになった。

本市においても一般環境大気のダイオキシン類について、引き続き調査を行っている。

測定結果については、平成 11年度の測定ではコプラナーＰＣＢを含んでいないため評価

は難しいが、四日市北高校で 0.60pg-TEQ/m3（年平均値）、三浜小学校で 0.54pg-TEQ/m3（年

平均値）であった。
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ダイオキシン類測定結果（第３章　　表２３）

（単位：pg-TEQ/m3）

調査地点 四日市北高校 三浜小学校

物質名 最小 最大 平均 最小 最大 平均

PCDDs+PCDFs
� 0.044 1.6 0.60 0.088 1.4 0.54
※コプラナーＰＣＢを含まない。

4444．対策．対策．対策．対策

（（（（1111））））    工場工場工場工場・事業場に対する法・事業場に対する法・事業場に対する法・事業場に対する法・条例による規制・条例による規制・条例による規制・条例による規制

　　　　　　　　　　　　大気汚染防止法や三重県公害防止条例により工場・事業場などの一定の規模以上の

施設に対し、排出基準が設定されるなどの規制が実施されている。

ア．硫黄酸化物

・着地濃度規制（Ｋ値規制）

　硫黄酸化物のＫ値規制は、ばい煙が煙突から出て、大気中を拡散して地上へ着地

した時の濃度が一定の値以下になるように個々の煙突の高さに応じて排出量を決め

る方法である。Ｋの値が小さいほど、規制は厳しい。

（参考）

大気汚染防止法に基づく硫黄酸化物の排出基準〔Ｋ値規制〕の変遷

・　一般排出基準（第３章　　表２５）

年月日 43.12.1 44.2.1 47.1.5 48.1.1 49.4.1 50.4.15以降

K 値 20.4 11.7 7.01 6.42 3.5 3.0

・　特別排出基準（第３章　　表２６）

年月日 44.7.29 47.1.5 49.4.1 以降

K 値 5.26 2.92 1.17

・　総量規制

工場・事業場が多数密集している地域では、個々の施設からの発生量は少なくても、

総体としての汚染物質の量は大きな量になり、工場・事業場の各施設単位での排出濃度

規制のみでは環境基準の達成が困難である。このため、地域の汚染物質の総量を環境基

準の達成・維持に見合うところまで減らしていくことを日的とするのが総量規制で、燃

料使用量が一定規模以上の工場・事業場が規制の適用を受けている。四日市地域（四日

市市、楠町、川越町、朝日町）では、この規制が実施されている。平成 12 年 3 月 31 日

現在、対象工場・事業場は 56件（うち市内 40 件）である。
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（参考）

大気汚染防止法に基づく硫黄酸化物総量規制（昭和 51 年 9 月 1 日以降）

（第３章　　表２７）

基準年度 目標年度

昭和 48 年度負荷量 昭和 52 年度負荷量
削減率

2,461Nm3/H
1,657N ㎡/H

(昭和 51 年 9 月 1 日以降)
33%

三重県公害防止条例に基づく硫黄酸化物総量規制（第３章　　表２８）

（大気汚染防止法に基づく硫黄酸化物総量規制　昭和５１年９月１日以降）

昭和 47 年

4 月 21 日以後

昭和 47 年

8 月 15 日以後

昭和 48 年

4 月 1 日以後

昭和 49 年

7 月 1 日以後

5,865N ㎡/H 4,789N ㎡/H 3,723.2N ㎡/H 2,605.7N ㎡/H

・総量規制対象地域での燃料使用基準

総量規制の対象地域にあって総量規制の対象とならない規模の工場・事業場に対して

は、重油、その他の石油系燃料を使用する場合、規模に応じて燃料中の硫黄分含有率に

基準が定められている。

ィ．ばいじん・粉じん

浮遊粒子状物質対策として、ばい煙発生施設から排出されるばいじんの排出規制、鉱

物・土石の堆積場などからの粉じん発生施設の規制がある。ばいじんは、施設の種類及

び排出ガス量の規模ごとに濃度規制が実施され、逐次規制の強化が図られてきている。

粉じん発生施設については、粉じんの発生を防止する措置を講じることを義務づけてい

る。

ウ．窒素酸化物

・　排出濃度規制

大気汚染防止法で工場・事業場の施設の種類、排出ガス量の規模ごとに排出濃度で

定められ、昭和 48年 8月に設定（第 1次規制）され、昭和 50 年 12 月（第 2次規制）、

昭和 52 年 6 月（第 3次規制）、昭和 54 年 8 月（第 4次規制）及び昭和 58 年 9 月（第

5 次規制）にわたって対象施設の拡大及び排出基準の強化が行われた。さらに、昭和

60 年 6月に小型ボイラーが、昭和 62 年 10 月には、ガスタービン及びディーゼル機関

が、平成 2年 11 月には、ガスエンジン及びガソリンエンジンが規制対象に追加された。

・　総排出量規制

三重県公害防止条例により昭和 49 年 10 月から四日市地域で実施されている。基本的

な考え方は、硫黄酸化物の場合と同じである。昭和 54 年 10 月には、二酸化窒素に係る

環境保全目標として年平均値 0．020ppm 以下とするため、条例改正が行われた。また平

成 5 年 2 月には、条例の規則改正が実施され、規制が一部強化された。平成 12 年 3 月
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31 日現在、対象工場・事業場は 43 件（うち市内 32 件）である。

三重県公害防止条例による窒素酸化物の総排出量規制（昭和 57 年度以降）

　　　　　　　　　　　　　　　　（第３章　　表２９）

基準年度 目標年度

昭和 57 年度負荷量(規制しない場合) 昭和 57 年度負荷量(規制した場合)
削減率

3,740 ㎏/H 2,795 ㎏/H 25%

工．炭化水素

　炭化水素は、光化学スモッグの生成の要因物質であるため、工場のタンク等からの

漏出を防止することが必要である。このため、三童県公害防止条例で一定規模以上の

貯蔵施設について、構造・使用管理基準を設け規制を行っている。

（（（（2222）自動車排出ガス対策）自動車排出ガス対策）自動車排出ガス対策）自動車排出ガス対策

自動車排出ガスによる大気汚染を防止するため、自動車から排出される一酸化炭素

（CO）、炭化水素（HC）、窒素酸化物（NOx）、及び粒子状物質（ディーゼル黒煙）につ

いて規制が行われている。

窒素酸化物については、ガソリン・LPG の乗用車に対し極めて厳しい昭和 53 年度規

制が実施され、トラック・バスやディーゼル乗用車に対しても昭和 49 年度以降、順次

規制が強化されてきた。

なお、自動車排出ガス対策は、自動車の排出ガス量の許容限度に負うところが大き

いので、大気の著しい汚染が生じ又は生じるおそれのある交通量の多い道路や交差点

については道路管理者、関係行政機関との連携を密にし総合的施策の推進についての

調整を図る必要がある。

このため、三重県自動車交通公害対策協議会が設立され、広域的な視点で自動車交

通公害の防止対策を推進していくこととしている。

（（（（3333）緊急時対策）緊急時対策）緊急時対策）緊急時対策

大気汚染対策については、硫黄酸化物、浮遊粒子状物質、二酸化窒素及びオキシダ

ントの 4物質について大気汚染の未然防止を図るため緊急時の措置が定められており、

三童県で大気汚染緊急時対策実施要綱が定められている。最近ではオキシダント以外

の物質については発令基準濃度には達していない。

光化学スモッグ注意報等の発令時には、三重県大気汚染緊急時対策実施要綱（光化

学スモッグの部）に基づき、その事態を一般に周知させるとともに緊急時協力工場に

対し、燃料使用量の削減、施設の使用制限等必要な措置をとる。
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発令基準　　（第３章　　表３０）

発令区分 注　　　　　意　　　　　報

物質名
予　　　報

第 1 種 第 2 種 第 3 種
警　　　　　報

硫黄酸化物

大気中における

含有率の1時間

値(浮遊粒子状

物質の項を除き

以下「1 時間値」

いう。)0.15ppm
以上での注意

報の第1種の基

準に達するおそ

れのある場合

1 時間値

0.2ppm
以上であ

る大気の

汚染状態

に な っ た

場合

(1) 1 時間値 0.2ppm 以

上である大気の汚染の状

態が 3 時間継続した場合

(2)　1 時間値 0.3ppm 以

上である大気の汚染の状

態が 2 時間継続した場合

(3)　1 時間値 0.5ppm 以

上である大気の汚染状態

になった場合

(4)  1 時間値の 48 時間

平均値が 0.15ppm 以上

である大気の汚染の状態

になった場合

1 時間値 0.5ppm 以上

である大気の汚染状態

が 2 時間継続した場合

(1) １時間値 0.5ppm 以

上である大気の汚染

状態が 3 時間継続し

た場合

(2) １時間値 0.7ppm 以

上である大気の汚染

状態が 2 時間継続し

た場合

浮遊粒子状物質

大気中における量

の 1 時 間 値 が

2.0mg/㎡以上であ

る大気の汚染の状

態に達し 2 時間継

続するおそれのあ

る場合

大気中における量の 1 時間値が 2.0㎎/㎡以上である大

気の汚染の状態が 2 時間継続した場合

大気中における量の 1
時間値が 3.0 ㎎/㎡以上

である大気の汚染の状

態が 3 時間継続した場

合

二酸化窒素

1 時間値が 0.4ppm
以上で 0.5ppm の

大気の汚染の状態

になるおそれのある

場合

1 時間値 0.5ppm 以上である大気の汚染の状態になっ

た場合

1 時間値/ppm 以上であ

る大気の汚染状態にな

った場合

（第３章　　表３１）
発令区分

物質名

予報 注意報 警報 重大警報

光化学スモッグ

1 時 間 値 が

0.08ppm以上で、か

つ気象条件からみて

その濃度が継続し、

0.12ppm 以上に達

するおそれのある場

合

1 時間値が 0.12ppm
以上で、かつ気象条

件からみてその濃度

が継続すると認めら

れる場合

1 時 間 値 が

0.24ppm以上で、か

つ気象条件からみて

その濃度が継続す

ると認められるとき

1 時間値が 0.4ppm 以

上で、かつ気象条件か

らみてその濃度が継続

すると認められるとき

（注）　緊急時の発令は２つの測定局を対象とする。但し、状況によっては、１つの測定局とする。

緊急時の措置（第３章　　表３２）
注意報発令区分

物質名
予報

第 1 種 第 2 種 第 3 種
警報

硫黄酸化物

硫黄酸化物の

排出量の削減

体制をとること

硫黄酸化物の

排出量を通常

時の 20%削減

すること

硫黄酸化物の

排出量を通常

時の 40%削減

すること

硫黄酸化物の

排出量を通常

時の 60%削減

すること

硫黄酸化物の排出量を

通常時の 80%削減する

こと

浮遊粒子状物質

燃料使用量の

削減等の体制

をとること

燃料使用量を通常使用量の 20%削減するこ

と又はこれと同等以上の措置を講ずること

燃料使用量を通常使用

量の 40%削減すること

又はこれと同等以上の

措置を講ずること
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二酸化窒素

燃料使用量の

削減等の体制

をとること

燃料使用量を通常使用量の 20%削滅するこ

と又はこれと同等以上の措置を講ずること

燃料使用量を通常使用

量の 40%削減すること

又はこれと同等以上の

措置を講ずること

（第３章　　表３３）

予報 注意報 警報 重大警報

光化学スモッグ

燃料使用量の

削減等の措置

が行える体制を

とること

燃料使用量等

を通常使用量

の 20%削減す

ること。又はこ

れと同等以上

の措置を講ず

ること

燃料使用量等

を通 '常便用量

の 30%削減す

ること。又はこ

れと同等以上

の措置を講ず

ること

法第 23 条第 4
項に基づき燃

料使用量等を

通常使用量の

40%削減するこ

と

大気汚染金融時における協力工場及び排煙脱硫、脱硝装置の設置状況

（第３章　　表３４）

番号 工場名
煙源テレ

メーター

硫黄

酸化物

光化学

スモッグ

排煙

脱硫装置

排煙

脱硝装置

1 昭和四日市石油㈱ ○ ○ ○ ○ ○

2 三菱化学㈱ ○ ○ ○ ○ ○

3 石原産業㈱ ○ ○ ○ ○ ○

4 Ｊ　Ｓ　Ｒ　㈱ ○ ○ ○ ○ ○

5 味の素㈱ ○ ○ ○ 　 　

6 三菱瓦斯化学㈱ ○ ○ ○ ○ ○

7 中部電力㈱ 　 　 ○ 　 ○

8 コスモ石油㈱ ○ ○ ○ 　 ○

9 東ソー㈱ ○ ○ ○ ○ ○

10 協和油化㈱ ○ ○ ○ ○ 　

!1 東洋紡績㈱(三重) 　 　 ○ 　 　

12 富士電機㈱ 　 　 ○ 　 　

13 熊沢製油㈱ 　 　 ○ 　 　

14 松下電工㈱ 　 　 ○ 　 　

15 四日市市北部清掃工場 　 　 ○ 　 　

16 三菱マテリアルポリシリコン㈱ 　 　 ○ 　 　

17 太陽化学㈱(南部) 　 　 ○ 　 　

18 太陽化学㈱(塩浜) 　 　 ○ 　 　

!9 上野製薬㈱ 　 　 ○ 　 　

20 ㈱東芝 　 　 ○ 　 　

21 サンレックスエ業㈱ 　 　 ○ 　 　

22 ビーエーエスエフジャパン㈱ 　 　 ○ 　 　

23 愛光四日市ケミカル㈱ 　 　 ○ 　 　

24 NH テクノグラス㈱ 　 　 ○ 　 　

・　対象工場は、硫黄酸化物については硫黄酸化物排出量が 10Nm3／H（施設能力）以上の

工場、光化学スモッグについては排出ガス量 20，000Nm3／H あるいは燃料便用量が重油

換算 1，500l／H（それぞれ施設能力）以上の工場、事業場である。

・　硫黄酸化物、窒素酸化物対策には、燃料対策、排煙脱硫・脱硝装置の設置、低ノック

スバーナーの設置などがあり、各社ともこれらを組み合わせるなどして実施している。
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ここでは、排煙脱硫・脱硝装置の設置されているものを掲載した。なお、排煙脱硝装置

については、アンモニア接触還元式のものを掲載し、ディーゼル工ンジンに設置されて

いるものは除いた。
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第第第第 2222 節水質汚濁節水質汚濁節水質汚濁節水質汚濁

1111．水質汚濁に係る環境基準．水質汚濁に係る環境基準．水質汚濁に係る環境基準．水質汚濁に係る環境基準

環境基準とは環境基本法第 16条により、公共用水域の水質汚濁に係る環境上の条件

につき「人の健康を保護し及び生活環境を保全するうえで維持することが望ましい基

準」として、定められている。（46 年 12 月 28 日環境庁告示第 59 号）

（１） 人の健康の保護に関する環境基準人の健康の保護に関する環境基準人の健康の保護に関する環境基準人の健康の保護に関する環境基準（第３章　　表３５）

項目名 基準値 項目名 基準値

カドミウム 0.01 ㎎/ｌ以下 1,1,1－トリクロロエタン 1 ㎎/ｌ以下

全シアン 検出されないこと 1,1,2－トリクロロエタン 0.006 ㎎/ｌ以下

鉛 0.01 ㎎/ｌ以下 1,1－ジクロロエチレン 0.02 ㎎/ｌ以下

クロム(６価) 0.05 ㎎/ｌ以下 シス－1,2－ジクロロエチレン 0.04 ㎎/ｌ以下

ヒ素 0.01 ㎎/ｌ以下 1,3－ジクロロプロペン 0.002 ㎎/ｌ以下

総水銀 0.0005 ㎎/ｌ以下 チウラム 0.006 ㎎/ｌ以下

アルキル水銀 検出されないこと シマジン 0.003 ㎎/ｌ以下

ＰＣＢ 検出されないこと チオベンカルブ 0.02 ㎎/ｌ以下

トリクロロエチレン 0.03 ㎎/ｌ以下 ベンゼン 0.01 ㎎/ｌ以下

テトラクロロエチレン 0.01 ㎎/ｌ以下 セレン 0.01 ㎎/ｌ以下

四塩化炭素 0.002 ㎎/ｌ以下 ほう素 1 ㎎/ｌ以下

ジクロロメタン 0.02 ㎎/ｌ以下 ふっ素 0.8 ㎎/ｌ以下

1,2－ジクロロエタン 0.004 ㎎/ｌ以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/ｌ以下
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（２）生活環境の保全に関する環境基準（２）生活環境の保全に関する環境基準（２）生活環境の保全に関する環境基準（２）生活環境の保全に関する環境基準（第３章　　表３６）

（河川）

項目 基準値

/

類型

利用目的の適

応性 水素イオン

濃度（ｐＨ)

生物化学的

酸素要求量

（ＢＯＤ）

浮遊物質量

(ＳＳ)
溶存酸素量

（ＤＯ）
大腸菌群数

該当水域

AA

水道１級

自然環境保全

およびＡ以下の

欄に掲げるもの

6.5 以上

8.5 以下
1 ㎎/l 以下 25 ㎎/l 以下 7.5 ㎎/l 以上

50MPN/
100ml 以下

A

水道２級、水産

1 級、水浴およ

び B 以下の

欄に掲げるもの

6.5 以上

8.5 以下
2 ㎎/l 以下 25 ㎎/l 以下 7.5 ㎎/l 以上

1,000MPN/
100ml 以下

B

水道 3 級

水産 2 級

およびC以下の

欄に掲げるもの

6.5 以上

8.5 以下
3 ㎎/l 以下 25 ㎎/l 以下 5 ㎎/l 以上

5,000MPN/
100ml 以下

C

水産 3 級

工業用水 1 級

およびD以下の

欄に掲げるもの

6.5 以上

8.5 以下
5 ㎎/l 以下 50 ㎎/l 以下 5 ㎎/l 以上 －

D

工業用水 2 級

農業用水

および Eの欄に

掲げるもの

6.0 以上

8.5 以下
8 ㎎/l 以下 100 ㎎/l 以下 2 ㎎/l 以上 －

E
工業用水 3 級

環境保全

6.0 以上

8.5 以下
10 ㎎/l 以下

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこと

2 ㎎/l 以上 －

別表－1
(第 3 章表 39)

(注)１　自然環境保全       ：自然探勝等の環境保全

２　水        道 １級  ：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの

　　　　　　 〃      ２級  ：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの

　　３　水        産 １級  ：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２

級及び水産３級の水産生物用

〃      ２級  ：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産

３級の水産生物用

〃       ３級  ：コイ、フナ等、β一中腐水性水域の水産生物用

４　工 業 用 水  １級  ：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの

   　　〃      　２級  ：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの

〃        ３級  ：特殊の浄水操作を行うもの

    ５　環 境 保 全        ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感

を生じない限度
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（海域）ア　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第３章　　表３７）

項目
基準値

/

類型

利用目的の

適応性 水素イオン

濃度(PH)

化学的酸素

要求量

（ＣＯＤ）

溶存酸素量

（ＤＯ）
大腸菌群数

ノルマルヘキ

サン抽出物

質（油分等）

該当水域

A

水産 1 級水浴

自然環境保全

および B 以下

の欄に掲げる

もの

7.8 以上

8.3 以下

2 ㎎/ｌ
以下

7.5 ㎎/ｌ
以上

1,000MPN/100
ml 以下

検出されない

こと

B

水産 2 級工業

用水および C
の欄に掲げる

もの

7.8 以上

8.3 以下

3 ㎎/ｌ
以下

5 ㎎/ｌ
以上

－
検出されない

こと

C 環境保全
7.0 以上

8.3 以下

8 ㎎/ｌ
以下

2mg/ｌ
以上

－ ―

別表－２

(第 3 章

表 39)

(注)１　自然環境保全       ：白然探勝等の環境保全

２　水　　    産 １級  ：マダイ、プリ、ワカメ等の水産生物用及び 2 級の水産

生物用

　　　　　 〃　 　　 ２級  ：ボラ、ノリ等の水生生物用

３　環境保全         ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感

を生じない限度

（海域）イ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第３章　　表３８）

項目
基準値

類型

利用目的の適応性

全窒素 全燐

該当水域

Ⅰ

自然環境保全及びⅡ以下の

欄に掲げるもの(水産２種

及び３種を除く。)
0.2 ㎎/ｌ以下 0.02 ㎎/ｌ以下

Ⅱ

水産１種水浴及びⅢ以下の

欄に掲げるもの(水産２種

及び３種を除く。)
0.3 ㎎/ｌ以下 0.03 ㎎/ｌ以下

Ⅲ
水産２種及びⅣの欄に掲げ

るもの(水産３種を除く。)
0.6 ㎎/ｌ以下 0.05 ㎎/ｌ以下

Ⅳ
水産３種工業用水　生物生

息環境保全
1 ㎎/ｌ以下 0.09mg/ｌ以下

別表－３

(第 3 章

表 39)

備　考

１　基準値は、年間平均値とする。

２　水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域に
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ついて行うものとする。

（注）　1　自然環境保全：自然探勝等の環境保全

2 水産１種：底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ安定して

漁獲される。

　　　　　 水産２種：一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水生生物が多獲される

　　　　　 水産３種：汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される

3 生物生息環境保全：年間を通して底生生物が生息できる限度

（３）水質汚濁に係る環境基準の水域類型（３）水質汚濁に係る環境基準の水域類型（３）水質汚濁に係る環境基準の水域類型（３）水質汚濁に係る環境基準の水域類型（第３章　　表３９）

（河川）、（海域）

別表－１

水域名 指定年月日 該当類型(旧) 該当類型(新) 環境基準点

鈴鹿川下流 45. 9. 1 C A 小倉橋

内部川上流 〃 A A 内部橋

　〃　　　 下流 〃 B A 河原田橋

朝明川上流 〃 A A 朝明橋

　〃　　　 下流 〃 B B 朝明大橋

三滝川上流 〃 A A 三滝水源

　〃　　　 下流 〃 B A 三滝橋

海蔵川上流 52. 4.26 A A 海蔵橋

　〃 　　　下流 〃 B B 新開橋

※ 鈴鹿川下流の該当類型は、平成７年３月 28日付けで告示された。

※ 内部川下流の該当類型は、平成８年３月 29日付けで告示された。

※ 三滝川下流の該当類型は、平成９年４月１日付けで告示された。

別表－２

水域名 指定年月日 該当類型 環境基準点

四  日  市  港   (甲) 45. 9. 1 C St-1
四日市、鈴鹿地先海域(甲) 〃 B St-3
　　　  　〃 　　   　(〃) 〃 B St-4
          〃          (乙) 〃 A St-5

別表－３

水域名 指定年月日 該当類型 環境基準点

伊    勢    湾    (口)   8. 7.27 Ⅳ St-1
伊    勢    湾    (ハ) 〃 Ⅲ St-3
伊    勢    湾    (ハ) 〃 Ⅲ St-4
伊    勢    湾    (ハ) 〃 Ⅲ St-5



61

2222．あゆみ．あゆみ．あゆみ．あゆみ

海域の汚濁海域の汚濁海域の汚濁海域の汚濁

当市の地先海域は特定重要港湾に指定されている四日市港の港湾区域に包含されている。

臨海部の石油化学コンビナートが整備拡大されるにつれて、海域の汚染も深刻化し、昭

和 36年には異臭魚がとれるようになり、その実態と原因究明が国をはじめとする専門機関

で行われた。その結果、四日市港を中心に北へ６km、北東へ 11km、南東へ７km、南へ 15km

の海域に異臭魚が分布し、着臭原因物質は脂肪族飽和炭化水素類の数種を主成分とする混

合物で魚類のえらを通じて魚体内に侵入することなどが解明された。

昭和 45 年に海域として水域指定並びに環境基準の設定がなされた。水質汚濁状況の監視

は県、市、四日市港管理組合が独自に行っていたが、昭和 46 年８月四日市港水質等調査連

絡協議会を三者で設立し、以後水質調査を実施している。

水質汚濁の抜本的な対策として、四日市・鈴鹿地先海域について昭和 49 年 10 月からＣ

ＯＤ負荷量を 58％削滅する県条例による総量規制が施行された。その後、昭和 54 年６月

には水質汚濁防止法による伊勢湾のＣＯＤ総量規制か施行され、その後平成３年７月およ

び平成８年９月に総量規制基準が改定された。

最近における水質汚濁の状況は、水質の項目により多少の差はあるが概して横ばい状態

であり、さらに改善を推進していくためには、河川の汚濁負荷の割合も大きいことから生

活排水対策及び小規模事業場排水処理対策としての公共下水道、流域下水道等の整備を総

合的に推進してゆかねばならない。また、海域の富栄養化の防止のため、窒素及び燐の環

境基準と排水基準が平成５年 10 月１日から施行された。

河川の汚濁河川の汚濁河川の汚濁河川の汚濁

市内の河川の汚濁は、主要工場における排水処理装置の設置、公共下水道の整備等を公

害防止計画にもとづき進めてきた結果着実に改善され、特に、塩浜内陸コンビナート工場

の排水か流入するため汚濁が最も進んでいた天白川水系の河川には、三重県公害防止条例

による上乗せ規制を昭和 49 年３月から実施し、水質浄化に努めた結果大きく改善された。

最近の調査では、水質の項目により多少の差はあるが、概して横ばい状態である。さら

に水質の浄化を図る為に、生活系汚濁負荷量を低減させることが重要であり、平成２年６

月水質汚濁防止法の一部改正により、生活排水対策を計画的かつ総合的に推進していく方

針が示され、平成８年２月には四日市市、菰野町全域が生活排水対策重点地域として指定

を受けた。今後、生活排水対策推進計画を策定し、公共下水道の整備並びに合併処理浄化

槽の普及を図るとともに、広く市民の水質保全に対する意識の高揚に向けた啓発事業を推

進する。

3333．現況．現況．現況．現況

海域の汚濁指標であるＣＯＤは近年横ばいの傾向にあり、濃度は環境基準点においては、

Ａ類型では 2．8mg／ｌ（年平均値、以下同じ）、Ｂ類型では 3．1～3．2mg／ｌ、Ｃ類型で

は 3．1 mg／ｌであった。環境基準点以外については、Ａ類型 3．0～3．4mg／ｌ、Ｂ類型

では 2．6～3．4mg／ｌ、Ｃ類型では 3．0～3．7mg／ｌであった。また、伊勢湾における赤

潮発生件数は 10 件であった。
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河川の汚濁の代表的指標であるＢＯＤも横ばいの傾向にあり、濃度は環境基準点におい

ては、Ａ類型では 1．2～1．7mg／ｌ、Ｂ類型では 1．3～1．7mg／ｌであった。中小河川に

おいても横ばいの傾向にあり 1．0～4．8mg／ｌであった。

伊勢湾における赤潮発生件数（第３章　　図１４）

　　　

伊勢湾における赤潮発生件数

0
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40
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（件数）

（三重県測定）

海域におけるＣＯＤ（年平均）の経年変化（第３章　　図１５）

　　　　

海域におけるＣＯＤ（年平均）の経年変化
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河川におけるＢＯＤ（年平均）の経年変化（第３章　　図１６）

河川におけるＢＯＤ（年平均）の経年変化
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（１）海域における水質の監視（１）海域における水質の監視（１）海域における水質の監視（１）海域における水質の監視

ア．監視測定地点（第３章　　図１７）



64

イ．環境基準点における水質測定結果及び環境基準達成状況

（ァ）生活環境項目

　環境基準点４地点の環境基準達成状況は、ｐＨは達成地点なし（前年度と同じ）、

ＤＯは３地点で達成（前年度と同じ）、ＣＯＤは１地点で達成（前年度と同じ）し

ている。また、ｎ－ヘキサン抽出物質は、２地点で測定しているが、全地点で達

成（前年度と同じ）している。大腸菌群数は１地点で測定し、達成（前年度は未

達成）している。（第３章　　表４０）

測定項目
測定地点

(類型)
測定

結果 ｐＨ ＤＯ ＣＯＤ
ｎ－ヘキサ

ン抽出物質
大腸菌群数

平均値 8.3 9.0 3.1 － －

範　囲 8.0～8.8 6.8～12 1.8～6.0 － －

富 洲 原 沖

1km
Ｓｔ－１

　(C・�) 適合率 67% 100% 100% － －

平均値 8.3 8.9 3.1 － －

範　囲 8.0～8.6 5.9～10 2.0～5.0 － －

富洲原沖 4㎞

Ｓｔ－３

　(B・�) 適合率 67% 100% 50% － －

平均値 8.4 9.3 3.2 － －

範　囲 8.1～8.9 6.7～11 2.0～5.2 0.5 未満 －

石原沖 500m
Ｓｔ－４

　(B・�) 適合率 58% 100% 50% 100% －

平均値 8.3 8.8 2.8 － 8.1×10
範　囲 8.0～8.6 5.7～10 1.7～4.3 0.5 未満 6.8～4.9×102

富洲原沖 6㎞

Ｓｔ－５

　(A・�) 適合率 67% 83% 33% 100% 100%

（ィ）健康項目

　カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、ジクロロメタン、

四塩化炭素、1,2－ジクロロエタン、1,1－ジクロロエチレン、シス－1,2－ジク

ロロエチレン、1,1,1－トリクロロエタン、1,1,2－トリクロロエタン、トリク

ロロエチレン、テトラクロロエチレン、1,3－ジクロロプロペン、チウラム、シ

マジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素に

ついては、全地点で環境基準に適合していた。

　　　     しかし、ふっ素は４地点のうち２地点で、ほう素は全地点で環境基準に適合し

なかった。

測定回数：2回／年
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ウ．その他の測定地点における水質測定結果

（ァ）生活環境項目（第３章　　表４１）

単位：透明度（ｍ）　ＤＯ、ＣＯＤ、ＳＳ、ｎ－ヘキサン抽出物質、全窒素、全りん（mg/l）

測定項目
測定地点

(類型) 測定結果 透明度 ｐＨ ＤＯ ＣＯＤ ＳＳ 全窒素 全リン

平均値 － 8.1 8.1 3.7 4 1.5 0.11
範　囲 1.0～3.0 7.8～8.4 7.1～10 2.0～5.0 2～5 0.6～3.4 0.05～0.16

Ｓｔ－10
(C・IV)

適合率 － 75% 100% 100% － － －

平均値 － 7.9 5.9 3.1 5 0.99 0.12
範　囲 1.5～2.5 7.7～8.1 3.6～8.7 1.8～5.2 4～6 0.75～1.5 0.05～0.2

Ｓｔ－11
(C・IV)

適合率 － 100% 100% 100% － － －

平均値 － 7.9 5.8 3.0 4 1.2 0.12

範　囲 1.5～2.5 7.8～8.1 3.3～10 2.3～4.2 2～5 0.44～3.1 0.11～0.13
Ｓｔ－12
(C・IV)

適合率 － 100% 100% 100% － － －

（四日市市：年４回測定）

測定項目
測定地点

(類型) 測定結果 ｐＨ ＤＯ ＣＯＤ ＳＳ
n－ヘキサン

抽出物質
全窒素 全リン

平均値 8.0 7.5 3.2 4 検出されず 0.62 0.087

範　囲 7.4～8.9 3.5～10 1.7～5.6 1～9 －
0.44～
0.84

0.03～
0.16

Ｓｔ－20
(C)

適合率 92% 100% 100% － － － －

平均値 8.2 9.1 3.0 4 検出されず 0.55 0.053

範　囲 7.9～8.9 7.4～10 1.3～4.9 ～13 －
0.33～
0.89

0.03～
0.07

Ｓｔ－21
(C)

適合率 83% 100% 100% － － － －

平均値 8.1 8.0 2.6 4 検出されず 0,67 0.052

範　囲 7.8～8.4 5.0～10 1.5～4.0 ～9 － 0.36～1.1
0.02～
0.08

Ｓｔ－22
(C)

適合率 92% 100% 67% － 100% － －

平均値 8.4 9.9 3.4 4 検出されず 0.54 0.052

範　囲 8.1～9.0 8.3～12 1.9～5.8 1～7 －
0.34～
0.69

0.03～
0.09

Ｓｔ－23
(B)

適合率 50% 100% 50% － 100% － －

平均値 8.3 9.7 3.4 4 検出されず 0.48 0.038

範　囲 7.8～9.0 6.4～12 1.5～5.2 1～8 －
0.23～
0.71

0.03～
0.05

Ｓｔ－24
(A)

適合率 67% 92% 17% － 100% － －

平均値 8.5 10 3.0 4 検出されず 0.47 0.032

範　囲 8.2～9.0 7.6～13 1.4～5.5 2～8 －
0.27～
0.73

０.01～
0.05

Ｓｔ－25
(A)

適合率 42% 100% 17% － 100% － －

（四日市港管理組合：年１２回測定）

＊ ただし、ｎ－ヘキサン抽出物質、全窒素、全りんは年６回測定
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（ィ）その他の項目（第３章　　表４２）

測定項目

測定地点(類型) 測定結果
塩化物

イオン

(%)
年４回測定

陰イオン

界面活性剤

(㎎/ｌ)
年２回測定

平均値 15 0.03
Ｓｔ－10　　(C・IV)

範　 囲 12～18 0.02～0.03

平均値 16 0.02
Ｓｔ－11　　(C・IV)

範　 囲 12～18 0.01～0.02

平均値 16 0.02
Ｓｔ－12　　(C・IV)

範　 囲 12～18 0.01～0.02

(四日市市測定）

測定項目

測定地点(類型) 測定結果
塩化物

イオン

(%)
年 12 回測定

平均値 17Ｓｔ－20
(C) 範　 囲 11～21

平均値 16Ｓｔ－21
(C) 範　 囲 9.9～19

平均値 13Ｓｔ－22
(B) 範　 囲 5.8～18

平均値 15Ｓｔ－23
(B) 範　 囲 9.1～19

平均値 15Ｓｔ－24
(A) 範　 囲 5.3～18

平均値 15Ｓｔ－25
(A) 範　 囲 10～18

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （四日市港管理組合測定）

（ウ）健康項目及び特殊項目

　　Ｓｔ－20,21,22,23,24,25（年２回測定）では、健康項目（カドミウム、シアン、

鉛、六価クロム、砒素、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、ジクロロメタン、四塩化

炭素、1,2－ジクロロエタン、1,1－ジクロロエチレン、シス－1,2－ジクロロエチレ

ン、1,1,1－トリクロロエタン、1,1,2－トリクロロエタン、トリクロロエチレン、

テトラクロロエチレン、1,3－ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカ

ルブ、ベンゼン、セレン）すべて定量下限値未満であり、環境基準を満たしていた。
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（２）河川水質の監視（２）河川水質の監視（２）河川水質の監視（２）河川水質の監視（第３章　　図１５）

ア．監視測定地点と中小河川のＢＯＤ経年変化（第３章　　図１５）
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矢合橋
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環境基準点における水質測定結果及び環境基準達成状況

（ァ）生活環境項目

　　　環境基準点７地点（三滝水源、大井の川橋、内部橋を除く）の環境基準達成状

況は、ｐＨが２地点で達成（前年度は６地点）、ＤＯが７地点で達成（前年度は６

地点）、ＢＯＤが６地点で達成（前年度は６地点）、ＳＳが５地点で達成（前年度

は６地点）したが、大腸菌群数は、全地点で達成（前年度は未達成）できなかっ

た。 （第３章　　表４３）

単位：ＤＯ，ＢＯＤ，ＳＳ，mg/l 大腸菌

群数　ＭＰＮ／100ml

調査結果
水域名

測定地点

(類型)
測定結果

ｐＨ ＤＯ ＢＯＤ ＳＳ 大腸菌群数

平均値 8.0 11 1.6 2 8,400
範囲 7.1～9.3 8.2～14 0.6～3.4 ～4 1.1×103～2.4×104朝明川上流　　＊

朝明橋

(A)
適合率（％） 83 100 75 100 0
平均値 7.8 10 1.7 3 6,400
範囲 7.1～9.3 7．6～15 0.6～3.1 ～4 1.7×102～1.7×104朝明川下流　　＊

朝明大橋

(B)
適合率（％） 83 100 83 100 58
平均値 8.0 11 1.2 3 2,200
範囲 7.2～8.6 9.2～14 0.7～2.1 ～12 4.9×102～4.9×103海蔵川上流

海蔵橋

(A)
適合率（％） 92 100 92 100 25
平均値 7.7 9.9 1.3 7 5,700
範囲 7.1～8.1 7.5～12 0.6～1.9 1～20 1.3×102～5.4×104海蔵川下流

新開橋

(B)
適合率（％） 100 100 100 100 92
平均値 8.1 12 1.0 3 4,000
範囲 7.4～9.6 8.6～16 0.5～1.6 ～7 7.9×10～1.3×104三滝川上流

三滝水源

(A)
適合率（％） 83 100 １00 100 33
平均値 8.3 11 1.5 12 3,200
範囲 7.7～9.3 9.4～14 0.8～2.6 2～48 1.3×102～7.9×103三滝川下流

三滝橋

(A)
適合率（％） 67 100 92 92 33
平均値 7.2 6.7 3.2 13 20,000

天白川
大井の川橋

(－) 範囲 6.9～7.4 5.1～8.3 1.1～5.8 4～57 1.3×102～9.2×104

平均値 7.8 11 1.2 15 26,000
範囲 7.2～9.6 7.9～14 ～2.3 1～110 1.7×103～7.0×104内部川上流

※

内部橋

(A)
適合率（％） 83 100 92 92 0
平均値 7.5 10 1.2 9 73,000
範囲 7.3～8.4 8.2～12 ～1.8 3～24 7.0×103～3.5×105内部川下流

※

河原田橋

(A)
適合率（％） 100 100 100 100 0
平均値 7.9 10 1.7 18 49,000
範囲 7.2～9.0 7.8～15 0.5～3.5 3～134 3.3×103～3.3×105鈴鹿川上流

※

小倉橋

(A)
適合率（％） 92 100 67 92 0

ＢＯＤは適合率が 75％以上の時、その他は 100％で環境基準達成

測定回数：12 回／年　鈴鹿川下流については建設省の測定で 24 回／年（但し、大腸菌数は、12 回／年）

天白川（大井の川橋）は環境基準が未指定　　　　　　（＊は三重県、※は建設省測定）

内部川上流は、補助地点
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（ィ）健康項目

　　　　カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、ジクロロメタン、四

塩化炭素、1,2－ジクロロエタン、1,1－ジクロロエチレン、シス－1,2－ジクロロ

エチレン、1,1,1－トリクロロエタン、1,1,2－トリクロロエタン、トリクロロエ

チレン、テトラクロロエチレン、1,3－ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、

チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、ほう素、ふっ素、硝酸性窒素及び亜硝酸性

窒素について測定（内部橋を除く）を行い、全測定地点において環境基準に適合

していた。

ウ．中小河川の水質測定結果

（ァ）生活環境項目

類型が未指定で比較する基準はないが、都市部あるいは宅地化が進んだ地域を

流れる河川では流量が少なく、自浄能力も小さいので汚染の進んでいるところが

みられる。（第３章　　表４４）
測　　　　　　　定　　　　　　　　項　　　　　　　　　目河　　　　　　川

測　定　地　点

測定

結果 ｐＨ ＤＯ ＢＯＤ ＳＳ 大腸菌群数 全窒素 全リン

平均値 7.6 5.7 2.5 4 4,400 1.0 0.31阿　瀬　知　川

北　浜　田　橋 範   囲 7.5～7.6 2.9～7.2 2.0～3.0 1～8 3.3×103～4.9×103 1.0 0.31

平均値 7.2 6.7 3.1 5 50,000 7.9 0.41雨　　池　　川

雨池ポンプ場 範   囲 7.0～7.6 5.1～10.3 1.3～5.9 3～8 3.3×103～1.7×105 4.8～11 0.35～0.46

平均値 7.4 6.9 3.5 13 5,300 3.4 0.37落　　合　　川

新正２号橋 範   囲 7.2～7.6 5.3～8.2 2.1～7.1 8～24 3.3×103～7.9×103 2.1～4.6 0.29～0.44

平均値 7.5 9.3 2.1 7 2,200 4.1 0.31鹿 化 川

縁地公園橋 範   囲 7.2～7.7 6.0～11.7 1.1～4.0 4～9 1.3×103～3.3×103 2.3～5.8 0.25～0.37

平均値 8.4 13.5 1.8 8 1,200 5.4 0.16天 白 川

新天白橋 範   囲 7.7～9.3 11.2～17.7 1.0～2.6 2～20 2.3×102～2.2×103 3.2～7.6 0.15～0.16

平均値 7.6 11.3 1.6 11 4,500 5.7 0.15足 見 川

足見川１号橋 範   囲 7.5～7.7 9.4～13.4 1.3～2.0 4～25 3.3×103～4.9×103 3.9～7.4 0.14～0.16

平均値 7.6 10.8 3.6 11 5,600 7.3 0.16鎌 谷 川

鎌谷川１号橋 範   囲 7.2～8.3 9.2～12.4 1.7～7.9 2～24 1.7×103～7.9×103 5.4～9.2 0.10～0.21

平均値 7.9 10.6 1.8 4 42,000 5.1 0.24矢 合 川

矢　　合　　橋 範   囲 7.7～8.0 8.4～13.0 1.0～2.5 2～5 1.4×103～1.6×105 3.5～6.7 0.21～0.27

平均値 8.9 13.7 4.8 5 1,000 8.9 0.56米　　洗　　川

米洗川橋 範   囲 8.1～9.8 10.9～16.0 2.7～7.1 2～7 3.0×102～2.2×103 4.7～13 0.38～0.74

平均値 9.7 13.1 4.0 6 500 4.5 0.51十　　四　　川

十　　四　　橋 範   囲 9.2～10.4 10.5～14.6 1.8～7.1 2～9 3.3×102～7.0×102 2.9～6.1 0.36～0.66

平均値 7.4 9.9 1.0 7 4,100 2.4 0.17古　　城　　川

川　　北　　橋 範   囲 7.3～7.5 8.4～11.0 0.8～1.4 2～9 7.9×102～1.3×104 1.7～3.1 0.16～0.18

平均値 8.9 11.4 1.2 2 490 4.0 0.07部 田 川

東坂部１号橋 範   囲 8.3～9.2 10.2～12.2 0.8～1.8 2 1.7×102～7.9×102 3.5～4.4 0.05～0.08

測定回数　年４回

※　ただし、全窒素、全リンは年２回測定
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（３）地下水の監視（３）地下水の監視（３）地下水の監視（３）地下水の監視

  近年、トリクロロエチレン等の有機塩素化合物による地下水の広範な汚染が全国

各地で明らかとなっている。地下水については、いったん汚染されるとその回復が

難しいため、汚染の未然防止を図ることがなによりも重要である。

　　   本市では、市内を 2.5km の 15 メッシュに区切り３カ年計画で市内全域の概況調査

を実施している。

平成 11 年度の調査結果は、健康項目 25 項目すべての地点において評価基準（環

境基準と同じ）を満足している。

（第３章 表４５）

概況調査結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　採水日：平成 11 年 10 月 22 日

所在地名 浜一色町 東坂部町
ときわ

４丁目

日永

１丁目

海山道町

１丁目

井戸深

度(m) 20 不明 80 8 15

用途 その他 飲用 飲用 その他 その他
井戸の諸元

区分 浅井戸 深井戸 深井戸 浅井戸 浅井戸

水温(�) 19.6 16.5 20.8 18.6 20.0
カドミウム (㎎/ｌ) 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

全シアン (㎎/l) 0.01 未満 0.01 未満 0.01 未満 0.01 未満 0.01 未満

鉛 (㎎/l) 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満

六価クロム (㎎/l) 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満

砒素 (㎎/l) 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満

総水銀 (㎎/l)
0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

PCB (㎎/l)
0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

ジクロロメタン(mg/l) (㎎/l) 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満

四塩化炭素 (㎎/l)
0.0002 未

満

0.0002 未

満

0.0002 未

満

0.0002 未

満

0.0002 未

満

1,2-ジクロロエタン (㎎/l)
0.0004 未

満

0.0004 未

満

0.0004 未

満

0.0004 未

満

0.0004 未

満

1,1-ジクロロエチレン (㎎/l) 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満

シス-1,2-ジクロロエチレン (㎎/l)
0.0004 未

満 0.004 未満 0.004 未満 0.004 未満 0.004 未満

1,1,1-トリクロロエタン (㎎/l)
0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

1,1,2ートリクロロエタン (㎎/l)
0.0006 未

満

0.0006 未

満

0.0006 未

満

0.0006 未

満

0.0006 未

満

トリクロロエチレン (㎎/l) 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

テトラクロロエチレン (㎎/l)
0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

0.0005 未

満

1,3-ジクロロプロペン (㎎/l)
0.0002 未

満

0.0002 未

満

0.0002 未

満

0.0002 未

満

0.0002 未

満

チウラム (㎎/l)
0.0006 未

満

0.0006 未

満

0.0006 未

満

0.0006 未

満

0.0006 未

満

シマジン (㎎/l)
0.0003 未

満

0.0003 未

満

0.0003 未

満

0.0003 未

満

0.0003 未

満

チオベンカルブ(mg/l) (㎎/l) 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

ベンゼン (㎎/l) 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

健

康

項

目

セレン (㎎/l) 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満
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ほう素 (㎎/l) 0.12 0.01 0.03 0.001 未満 0.06
ふっ素 (㎎/l) 0.2 0.08 未満 0.08 未満 0.1 0.2
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 (㎎/l) 2.4 7.6 1.8 0.5 未満 0.5 未満

PH 　 6.7 6.2 6.6 6.7 7.1

塩素イオン 　 6 6 7 9 11
そ

の

他 電気伝導率 　 20 19 14 12 25

　

（（（（4444）ゴルフ場排水における農薬の監視）ゴルフ場排水における農薬の監視）ゴルフ場排水における農薬の監視）ゴルフ場排水における農薬の監視

市内にある５ゴルフ場と環境保全協定を締結し、農薬の自主検査を指導するほか、

ゴルフ場排水口における農薬の残留実態調査を実施した。

その結果、調査した 11種類のうち１種類が検出されたが、いずれも環境庁の指針

値及び三重県の管理目標値未満であった。（第３章　　表４６）

ゴルフ場排水口における農薬残留実態調査結果

調査項目 管理目標値

種類 農薬名

調査

地点数

検出

地点数

最大値

㎎/ｌ
最大値

㎎/ｌ 既設 新設

定量限界

㎎/ｌ

イプロジオン 3 0 ND 3 1.5 0.3 0.001

イソプロチオラン 8 0 ND 0.4 0.2 0,04 0.001

フルトラニル 8 0 ND 2 1 0.2 0.001

ペンシクロン 4 3 0.004 0.4 0.2 0.04 0.001

メプロニル 11 0 ND 1 0.5 0.1 0.001

クロロネブ 2 0 ND 0.5 0.25 0.05 0.001

殺

菌

剤

トリクロホスメチル 3 0 ND 0.8 0.4 0.08 0.001

ＭＥＰ 7 0 ND 0.03 0.015 0.003 0.001殺

虫

剤 ダイアジノン 10 0 ND 0.05 0.025 0.005 0.001

アシュラム 2 0 ND 2 1 0.2 0.001除

草

剤 ＭＣＰＰ 5 0 ND 0.05 0.025 0.005 0.001

(注)1．ＮＤ　：定量限界未満
    2．指針値：「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係る暫定指
      導指針」（平成２年５月 24日通知、環境庁）で定めている値。
    3．管理目標値：「ゴルフ場排出水に含まれる農薬等の水質検査に係る指導指
      針」（平成４年３月１日施行、三重県）で定めている値。上水道の取水施
      設の上流域に立地するゴルフ場に対して適用される。

　（（（（5555）発生源の監視）発生源の監視）発生源の監視）発生源の監視

工場・事業場の排水について排水基準の遵守状況を監視するため、コンビナート

関連工場、電気メッキ工場、窯業関連工場、し尿処理施設等、食品工場、その他に

ついて、立入調査を実施した。
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    　 11 年度の状況は次表に示すとおり、排水基準不適合は延立入実施工場・事業場 61

ケ所のうち 4.9％にあたる３工場・事業場であり、これらについては排水処理施設

の改善を指導した。（第３章　　表４７）

業　種
立入調査実施

延事業場数

排水基準不適合

延事業場数
不適合率(%)

コンビナート関連工場 14 0 0
電気メッキエ場 4 0 0
窯業関連工場 5 0 0
し尿処理施設等 17 1 5.9
その他 21 2 9.5

計 61 3 4.9

年　度

区　分
7 8 9 10 11

立入調査実施

延事業場数
140 82 69 67 61

排水基準不適合

延事業場数
17 5 3 5 3

不適合率(%) 12.1 6.1 4.3 7.5 4.9

＝ＤＯ＝ＤＯ＝ＤＯ＝ＤＯ（溶存酸素量）＝（溶存酸素量）＝（溶存酸素量）＝（溶存酸素量）＝

　Dissolved Oxygen の 略 称 で 、 水 中 に 溶 け て い る 酸 素 の 量 を 表 わ し

ます。魚には、通常 5mg／ｌ程度は必要といわれています。

＝ＢＯＤ＝ＢＯＤ＝ＢＯＤ＝ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）＝（生物化学的酸素要求量）＝（生物化学的酸素要求量）＝（生物化学的酸素要求量）＝

　Biochemical Oxygen Demand の略称で、主に海や湖沼の有機汚濁を測る指標として用

います。ＢＯＤ値が大きいほど水中の汚濁物質の量が多いことを示しています。

＝ＣＯＤ＝ＣＯＤ＝ＣＯＤ＝ＣＯＤ（化学的酸素要求量）＝（化学的酸素要求量）＝（化学的酸素要求量）＝（化学的酸素要求量）＝

　Chemical Oxygen Demand の略称で、主に海や湖沼の有機汚濁を測る指標として用いま

す。ＣＯＤ値が大きいほど水中の汚濁物質の量が多いことを示しています。

＝ＳＳ＝ＳＳ＝ＳＳ＝ＳＳ（浮遊物質量）＝（浮遊物質量）＝（浮遊物質量）＝（浮遊物質量）＝

　Suspended Solids の略称で、一般には２mm 以下の水に溶けない懸濁性物質のことをい

います。ＳＳは色とともに水の外見上の美しさをきめる最大の因子で値が大きい程汚れ

ています。

＝大腸菌群数＝＝大腸菌群数＝＝大腸菌群数＝＝大腸菌群数＝

　人間及び動物の腸管、特に大腸内に多数常在する細菌です。非病原性ですが、その存
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在は人畜の糞便による汚染を意味し病原体を含む危険性を示し水質汚濁の指標の一つと

して使われています。

＝ＭＰＮ／＝ＭＰＮ／＝ＭＰＮ／＝ＭＰＮ／100m100m100m100mｌ＝ｌ＝ｌ＝ｌ＝

　　大 腸 菌 の 量 を 表 わ す 単 位 。 Most Probable Number の 略 。 確 率 的 に

算出された大腸菌群の数値としてＭＰＮ（最確数）で表わします。

4．工場．工場．工場．工場・事業場排水の対策・事業場排水の対策・事業場排水の対策・事業場排水の対策

昭和 46 年の水質汚濁防止法の施行および昭和 47 年の三重県公害防止条例による上乗

せ規制により、工場・事業場の排水について濃度規制を実施した。

また昭和 53 年６月に水質汚濁防止法の一部改正により、伊勢湾全域に水質総量規制が

導入され、各特定事業場にＣＯＤ負荷量の枠を定めている。

なお、伊勢湾に流入する汚濁負荷量の一層の削減を図るため、総量削減計画の見直し

（平成 11年度を目標年度）があり、総量規制基準を一部改正して平成８年９月より実施

した。（第３章　　表４８）

・ＣＯＤに係る総量削減計画（伊勢湾）

　　　

目標年度
平成 6 年度負荷量

平成１1 年度負荷量

削減

率　％

三重県 49t/日 45t/日 8.2
愛知県 136t/日 127t/日 6.6
岐阜県 61t/日 57t/日 6.6

計 246t/日 229t/日 6.9

・発生源別目標量（三重県・愛知県・岐阜県）

平成 6 年度負荷量 平成 11 年度負荷量

生活排水 134t/日 119t/日
産業排水 83t/日 82t/日
その他 29t/日� 28t/日

計 246t/日 229t/日

　　・削減の目標（三重県）

　　

平成 6 年度負荷量 平成 11 年度負荷量

生活排水 25t/日 22t/日
産業排水 18t/日 17t/日
その他 6t/日 6t/日

計 49t/日 45t/日
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　主要工場の排出先及び排出量並びに活性汚泥処理装置設置工場一覧

　　　（第３章　　表４９）

平成１１年度実績（ｍ３／日）

工 場 名排 水 先排水量
活性汚泥処理装置

設置工場

霞 共 同 事 業 ㈱四 日 市 港 霞 ケ 浦 8,228 ○

※ 東 ソ ー ㈱ 四 日 市 事 業 所 〃 310,642 　

※ 協 和 油 化 ㈱ 四 日 市 工 場 〃 74,306 ○

※ 丸 善 ケ ミ カ ル ㈱ 四 日 市 工 場 〃 1,784 　

※大日本インキ化学工業㈱四日市工場 〃 389 　

コ ス モ 石 油 ㈱ 四 日 市 製 油 所四 日 市 港 283,491 ○

富 士 電 機 ㈱ 三 重 工 場堀 切 川 2,809 　

三 菱 化 学 ㈱ 四 日 市 事 業 所四 日 市 港 231,887 ○

第 一 工 業 製 薬 ㈱ 四 日 市 工 場 〃 2,000 　

日 本 板 硝 子 ㈱ 四 日 市 工 場 〃 6,050 　

熊 沢 製 油 産 業 ㈱ 〃 4,100 ○

昭 和 四 日 市 石 油 ㈱ 四 日 市 製 油 所 〃 231,846 ○

石 原 産 業 ㈱ 四 日 市 工 場 〃 109,780 　

伊 藤 製 油 ㈱ 〃 745 ○

※ 四 日 市 合 成 ㈱四 日 市 港 、 雨 池 川 2,027 　

味 の 素 ㈱ 東 海 工 場雨 池 川 44,945 ○

※ 日 本 エ タ ノ ー ル ㈱ 四 日 市 工 場 〃 2,037 　

三 菱 マ テ リ ア ル ポ リ シ リ コ ン ㈱四 日 市 港 1,000 　

三 菱 瓦 斯 化 学 ㈱ 四 日 市 工 場雨 池 川 26,670 ○

日 本 ア エ ロ ジ ル ㈱ 四 日 市 工 場四 日 市 港 645 　

東 洋 紡 績 ㈱ 三 重 工 場鹿 化 川 3,873 ○

Ｊ Ｓ Ｒ ㈱ 四 日 市 工 場天 白 川 22,376 ○

松 下 電 工 ㈱ 四 日 市 工 場雨 池 川 680 ○

ラ イ オ ン ア ク ゾ ㈱ 四 日 市 工 場 〃 162 　

㈱ 東 芝 四 日 市 工 場海 蔵 川 13,962 ○

（順不同）

　上記のうち※印の工場の一部要処理水を下記処理工場に集中して活性汚泥処理後排水してい

ます。

　　（第３章　　表５０）

処理

工場
工場名 要処理排水量

処理

工場
工場名 要処理排水量

東 ソ ー ㈱ 4,331 エ ム シ ー ビ ㈱ 1,070

協 和 油 化 ㈱ 406 油 化 シ ェ ル エ ポ キ シ ㈱ 1,958

上 野 製 薬 ㈱ 1,504 日 本 エ タ ノ ー ル 818

丸 善 ケ ミ カ ル ㈱ 545 四 日 市 合 成 ㈱ 454

大日本インキ化学工業㈱ 7 東 邦 化 学 工 業 ㈱ 474

B A S F ジ ャ パ ン ㈱ 497 Ｋ Ｂ Ｉ Ｃ 329

四 日 市 ポ リ プ ロ ㈲ 7 自 社 14,992

自 社 920 　

霞

共

同

事

業

㈱

計 8,217

三

菱

化

学 　

㈱

計 20,095
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5．生活排水の対策．生活排水の対策．生活排水の対策．生活排水の対策

生活排水は下水道等による処理が望ましいが、下水道の整備には多大な費用と期間を要

するため、なかなか普及率の向上が望めない状況にあり、平成１１年度末現在の下水道普

及率は４８．８％にとどまっている。

また、平成２年に水質汚濁防止法の一部が改正され、生活排水対策に係る国、自治体及

び市民の責務が規定され生活排水対策を推進している。下水道処理区域以外では、生活雑

排水（炊事、洗濯、風呂等の排水）は未処理で放流されているのが実情であり、これが公

共用水域の汚濁の大きな要因となっている。このようなことから生活排水対策としては、

排出者である市民一人ひとりの自覚や工夫で、簡単かつ効果のある家庭でできる生活排水

対策の推進及び合併処理浄化槽の設置を促進し同時に適正な維持管理の徹底を図る必要が

ある。

＜家庭で心がけたい生活排水対策＞

・調理は余らないように少なめにし、流さない。

・米のとぎ汁は流さないで、植木鉢や花壇にまく。

・三角コーナー、水切り袋などで小さなゴミにも気を配る。

・調理くずや食べ残しは、ゴミとして出すか、埋めて土に戻す。（ディスポーザーは使わな

い。）

・揚げ物に使用した油は、炒め物などに使用し使い切る。残った油は、絶対に流さず古新

聞などに吸い込ますか油固め剤

で処理し、ゴミとして出す。

・洗剤は石けん又は無リン合成洗剤を適正量使用する。
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第第第第 3節悪臭節悪臭節悪臭節悪臭
1．あゆみ．あゆみ．あゆみ．あゆみ

本市における悪臭公害は、大気汚染など他の公害同様コンビナート稼働期に急激に

増加し、昭和４０年代前半には“玉ねぎの腐ったようなにおい”“卵の腐ったようなに

おい”といわれたメルカプタン・硫化水素・その他化学物質の臭気が市の中心部にま

で漂うことがしばしばあった。この原因は、王場操業開始当初、悪臭防止対策が不十

分であったうえ、工場が住宅地の風上に位置していたことによるものであり、悪臭苦

情はコンビナート操業開始前には年間数件であったものが、昭和４１年に年間５００

件を超えるまでに急増し、昭和４７年度には６００件近くのピークを記録した。

これに対する規制措置として、悪臭防止は良好な生活環境を保全するため欠くこと

のできない重要な問題との認識に立って昭和４４年には三重県公害防止条例に悪臭規

制が採り入れられたのをはじめ、昭和４６年には悪臭防止法も制定された。この結果、

大企業を中心に悪臭発生箇所の密封化、燃焼・吸収吸着装置など脱臭装置の設置、コ

ーンルーフタンクからフローティングルーフタンクヘの変更など悪臭の防止対策か進

んだ。しかし、一方では高度経済成長の過程でプラントの新増設が相次いだため、悪

臭苦情が本格的に減少し始めたのは、昭和４８年になってからであった。その後減少

傾向となり平成元年頃より横はいである。この問悪臭の規制対象物質は当初の５物質

から昭和５１年に３物質、平成元年に４物質、平成５年１０月には１０物質が追加さ

れ２２物質となった。

現在の悪臭公害は、主に大企業の脱臭対策が進んだことにより年々減少し、悪臭を

感じる地点もかなり限定されてきている。平成１１年度の悪臭苦情は５４件（前年度

８２件）であった。本市の悪臭苦情は、大半が一過性の臭気で、発生源を特定できな

い場合が多いのも特徴である。

2．現況．現況．現況．現況

本市の海岸部は大部分がコンビナート工場で占められているため、海風の多い夏季

には、コンビナート関係の悪臭が多く、また住宅地の近くに立地する中小企業からの

悪臭も散見される。

平成１１年度の悪臭苦情は５４件で、これは公害苦情全体の２７％を占めている。

発生源別では一過性のものや復合した臭気で、発生源不明のものが４４％であるほか、

大企業を原因とするものが４％、中小企業で３３％を占めている。
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（（（（1111）悪臭調査）悪臭調査）悪臭調査）悪臭調査

悪臭物質の濃度は低いものの、工場敷地境界では特有の臭いがする地点もある。

ア．臭気強度測定結果

　　　（ア）北コース（第３章　　図１７）



79

　　　　　　

六段階臭気強度表示によるパトロール結果（第３章　　表５１）

実施日 ７月７日(水)晴 ７月２１日(水)晴 ９月１０日(金)曇

時刻 ９:３０～１２:００ １４:００～１５:５０ １８:００～１９:１５

におい臭気強度 臭気強度 臭気強度

地点 (臭気の種類) (臭気の種類) (臭気の種類)

N-1 0 2 ガス臭 0
N-2 0 1 0
N-3 1 1 0
N-4 0 0 0
N-5 0 1 0
N-6 0 0 0
N-7 2 複合臭 0 2 ＢＴＸ臭

N-8 3 ＢＴＸ臭 3 ガス臭 2 ＢＴＸ臭

N-9 0 2 複合臭 3 酢酸臭

N-10 0 0 0
N-11 2 ガス臭 0 0
N-12 1 3 ガス臭 3 ガス臭

N-13 0 1 2 ガス臭

N-14 0 0 0
N-15 0 2 ガス臭 0
N-16 4 胡麻臭 4 胡麻臭 4 胡麻臭

N-17 0 4 油脂臭＋魚粉臭 3 油脂臭

N-18 0 0 0
その他 Ｎ-  8'  4  複合臭 Ｎ-  8'  4  ＢＴＸ臭 Ｎ-5'  2  複合臭

　 Ｎ-10'  3  硫黄臭 Ｎ-17'  2  塗装臭 N-8'  4  複合臭

の地点 N-17'  2  油脂臭 　 　

風向
  9:00 SSE
2.4m/S 14:00 SSE 3.7m/S 18:00 S   2.1m/S

風速
10:00 SE
3.4m/S

15:00 SSE 4.5m/S
19:00 SE 2.7m/S

　 11:00 SSE  3.1m/S16:00 S    3.8m/S20:00 SE 2.6m/S

窯業試験場
12:00 SE
3.2m/S 　 　

（注）　下線はサンプリング地点

（参考）ＢＴＸとは、ベンゼン、トルエン、キシレンの総称。
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　　　（イ）南コース（第３章　　図１８）
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六段階臭気強度表示によるパトロール結果（第３章　　表５２）

実施日 ７月７日(水)晴 ７月７日(水)晴 7 月２１日(水)曇
時刻 1３:５０～1７:OO １８：２０～２０：００ ９:２０～１２:００

におい臭気強度 臭気強度 臭気強度
地点 (臭気の種類) (臭気の種類) (臭気の種類)

Ｓ-1 1 1 0
Ｓ-2 1 2 樹脂臭 1
Ｓ-3 0 0 2 ガス臭

Ｓ-4 0 1 0
Ｓ-5 0 0 0
Ｓ-6 0 0 0
Ｓ-7 2 油脂臭 1 0
Ｓ-8 3 魚粉臭 2 魚粉臭 3 魚粉臭

Ｓ-9 0 3 魚粉臭 4 魚粉臭

Ｓ-10 0 1 2 エタノール臭

Ｓ-11 0 0 0
Ｓ-12 0 0 0
Ｓ-13 2 樹脂複合臭 2 樹脂複合臭 1
Ｓ-14 1 3 ＡＢＳ臭,ＳＢＲ臭 2 樹脂臭

Ｓ-15 1 3 ＳＢＲ臭 1
Ｓ-16 0 0 0
Ｓ-17 4 樹脂臭 3 樹脂臭 4 樹脂臭

Ｓ-18 0 0 2  し尿臭

Ｓ-19 0 0 0
その他 S-  9'  2  肥料臭 S-  9'  2  肥料臭 S-  9'  2  肥料臭

　 S-14'  3  ゴム臭 S-14'  3  ＳＢＲ臭 S-13'  2  ＡＢＳ臭

の地点     S-14'  3  ＳＢＲ臭

  13:00 SSW 4.7m/S 18:00 S
3.5m/S

  9:00  ENE
1.7m/S

風向
14:00 S
3.7m/S

19:00 S
2.8m/S

10:00  SW
0.6m/S

風速
15:00 S
4.0m/S 20:00 SSE  3.3m/S11:00  S

2.1m/S

三浜小学校 16:00 SSW 4.2m/S 12:00  ESE
1.8m/S

　
17:00 S
4.3m/S

　 　

（注）　下線はサンプリング地点

（参考）ＡＢＳとは、Ａｃｒｙｌｏｎｉｔｏｒｉｌｅ,Ｂｕｔａｄｉｅｎｅ，Ｓｔｙｌｅｎｅの略で、樹脂

として自動車部品、事務用機器、家電製品などに使用されてい

る。
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　　　　　　悪臭防止法規制対象物質及び規制基準と臭気強度との関係

６段階臭気強度表示法（第３章　　表５３）

臭気強度

物質名
1 2 2.5 3 3.5 4 5

アンモニア 0.1 0.6 1 2 5 1×10 4×10
メチルメルカプタン 0.0001 0.0007 0.002 0.004 0.01 0.03 0.2
硫化水素 0.0005 0.006 0.02 0.06 0.2 0.7 8
硫化メチル 0.0001 0.002 0.01 0.04 0.2 0.8 2
二硫化メチル 0.0003 0.003. 0.009 0.03 0.1 0.3 3
トリメチルアミン 0.0001 0.001 0.005 0.02 0.07 0.2 3
アセトアルデヒド 0.002 0.01 0.05 0.1 0.5 1 1×10
スチレン 0.03 0.2 0.4 0.8 2 4 2×10
プロピオン酸 0.002 0.01 0.03 0.07 0.2 0.4 2
ノルマル酪酸 0.0001 0.0005 0.0009 0.002 0.004 0.008 0.04
ノルマル吉草酸 0.0001 0.0005 0.0009 0.002 0.004 0.008 0.04
イソ吉草酸 0.00005 0.0004 0.001 0.004 0.01 0.03 0.3
トルエン - - 10 30 60 - -
キシレン - - 1 2 5 - -
酢酸エチル - - 3 7 20 - -
メチルイソブチルケトン - - 1 3 6 - -
イソブタノール - - 0.9 4 20 - -
プロピオンアルデヒド - - 0.05 0.1 0.5 - -
ノルマルブチルアルデヒド - - 0.009 0.03 0.08 - -
イソブチルアルデヒド - - 0.02 0.07 0.2 - -
ノルマルバレルアルデヒド - - 0.009 0.02 0.05 - -
イソバレルアルデヒド - - 0.003 0.006 0.01 - -

臭気強度 内　　　　　　　　容

０ 無臭

1 やっと感知できるにおい(検知閾値)
２ 何のにおいであるかがわかる弱いにおい(認知閾値)
３ らくに感知できるにおい

４ 強いにおい

５ 強烈なにおい

イ．低級炭化水素測定結果
（単位：ｖｐｐｍ）

地　　区　　名 南部

採取月日 7/7 7/21
時　刻 15:45 10:50

物質名　 地　点 S-13' S-17
プロパン 0.005 0.002
プロピレン 0.008 <0.001
n-ブタン 0.002 0.041
n-ペンタン 0.004 0.018
1,3-ブタジエン 0.011 <0.001
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ウ．芳香族系炭化水素類測定結果（第３章　　表５４）

（単位：ｖｐｐｍ）

地区名 北 部 南 　　 部

採取月日 ７/７ 7/21 7/7 7/7 7/21
時　刻 10:55 14:40 15:45 16:15 10:50

物質名　　地点 N-8' N-8' S-13 S-14' S-17

敷地境界

における

規制基準

ベンゼン 0.002 0.006 0.001 0.002 検出されず -
トルエン 0.008 0.009 0.004 0.005 0.013 10
エチルベンゼン 0.007 0.063 0.002 0.003 0.004 -
p - キシレン 0.001 0.015 検出されず検出されず 0.001
m- キシレン 0.006 0.043 0.003 0.003 0.003
o - キシレン 0.002 0.018 検出されず 0.001 0.002

全キシレ

ンの量と

して 1
スチレン 0.001 0.002 0.026 0.026 0.002 0.4

エ．硫黄化合物　　　　　　　　（単位：ｖｐｐｍ）

地区名 北部

採取月日 ７/21
時　刻 15:25

物質名　　地点 N-12
硫化水素 0.0006
メチルメルカプタン 0.0004
硫化メチル 0.0004
二硫化メチル <0.0001

3333．対策．対策．対策．対策

悪臭は、悪臭防止法において規制地域の指定、規制基準が定められており、地域の

実情に応じて規制が行われている。本市ではコンビナート周辺地域を中心に同法に定

められた悪臭物質及び低級炭化水素類、有機溶剤について適宜測定している。

悪臭苦情に対しては、発生源の判明した工場について立入調査等を実施し、その指

導にあたるとともに適宜悪臭パトロールを実施している。

特に、悪臭苦情の多い夏季には６段階臭気強度による悪臭調査と機器分析をあわせ

た昼夜パトロールを実施し、環境監視を行うとともに、工場に対しても対策について

の指導を行っている。

一方、発生源全業も日常運転時の敷地境界での臭気の減少を目指して、施設の改善

や工場内外のパトロールなど、それぞれ独自の対応を図ってきたが、今後も定期修理

時を含め、悪臭漏洩により住民に迷惑をかけないよう十分な配慮が望まれる。
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悪臭物質のにおい・主な発生源（第３章　　表５５）

物質名 においの種類 主な発生源

アンモニア し尿のようなにおい 畜産事業場、化製場、し尿処理場等

メチルメルカプタン 腐ったたまねぎのようなにおい パルプ製造工場、化製場、し尿処理場等

硫化水素 腐ったたまごのようなにおい 畜産事業場、パルプ製造工場、し尿処理場等

硫化メチル 腐ったキャベツのようなにおい パルプ製造工場、化製場、し尿処理場等

二硫化メチル 腐ったキャベツのようなにおい パルプ製造工場、化製場、し尿処理場等

トリメチルアミン 腐った魚のようなにおい 畜産事業場、化製場、水産缶詰製造工場

アセトアルデヒド 青ぐさい刺激臭 化学工場、魚腸骨処理場、たばこ製造工場

スチレン 都市ガスのようなにおい 化学工場、化粧合板製造工場等

ノルマル酪酸 汗くさいにおい 畜産事業場、化製場、でん粉工場等

イソ吉草酸 むれたくつ下のにおい 畜産事業場、化製場、でん粉工場等

ノルマル吉草酸 むれたくつ下のにおい 畜産事業場、化製場、でん粉工場等

プロピオン酸 すっぱいような刺激臭 脂肪酸製造工場、染色工場等

トルエン ガソリンのようなにおい 塗装工場、その他の金属製品製造工場等

キシレン ガソリンのようなにおい 塗装工場、その他の金属製品製造工場等

酢酸エチル 刺激的なシンナーのようなにおい 塗装工場、その他の金属製品製造工場等

メチルイソブチルケトン 刺激的なシンナーのようなにおい 塗装工場、その他の金属製品製造工場等

イソブタノール 刺激的な発酵したにおい 塗装工場、その他の金属製品製造工場等

プロピオンアルデヒド 刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい 塗装工場、その他の金属製品製造工場等

ノルマルブチルアルデヒド 刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい 塗装工場、その他の金属製品製造工場等

イソブチルアルデヒド 刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい 塗装工場、その他の金属製品製造工場等

ノルマルバレルアルデヒド むせるような甘酸っぱいこげたにおい 塗装工場、その他の金属製品製造工場等

イソバレルアルデヒド むせるような甘酸っぱいこげたにおい 塗装工場、その他の金属製品製造工場等

第第第第 4節　　騒音節　　騒音節　　騒音節　　騒音・振動・振動・振動・振動
1111．騒音に係る環境基準．騒音に係る環境基準．騒音に係る環境基準．騒音に係る環境基準

環境基準（第３章　　表５６）

時間の区分
地域の

類型 昼間（午前 6 時から

午後 10 時まで）

夜間(午後 10 時から

翌日午前 6 時まで）

該当地域

A 55 デシベル以下 45 デシベル以下

都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 8 条の規定により

定められた第 1 種低層住居専用地域・第 2 種低層住居専用

地域・第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用

地域

B 55 デシベル以下 45 デシベル以下

都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 8 条の規定により

定められた第1種住居地域、第2種住居地域、及び準住居地

域

C 60 デシベル以下 50 デシベル以下

都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 8 条の規定により

定められた近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業

地域

ただし、道路に面する地域の環境基準は上表によらず次表のとおりである。
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時 間 の 区 分
地 域 の 区 分 昼　　間

（午前 6 時から午後 10 時まで）

夜　　間

(午後 10時から翌日午前 6時まで)

A地域のうち 2車線以上の車線を有す

る道路に面する地域
60 デシベル以下 55 デシベル以下

B地域のうち 2車線以上の車線を有す

る道路に面する地域及びC地域のうち

車線を有する道路に面する地域

65 デシベル以下 60 デシベル以下

備考　車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走するために必要な一定の幅員を有す

る帯状の車線部分をいう。

この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、

特例として次表のとおりとする。

時間の区分

昼間(午前 6 時から午後 10 時まで) 夜間(午後 10 時から翌日午前 6 時まで)
70 デシベル以下 65 デシベル以下

備考 1: 　個別の住居等において騷音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれている

と認めるときは、屋内へ透過する騷音に係る基準（昼間にあっては 45 デシべル以下、夜間に

あっては 40 デシベル以下）によることができる。

備考 2：　「幹線交通を担う道路」とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び市町村道（市町

村道にあっては、4 車線以上の区間に限る。）並びに一般自動車道であって都市計画法施行規

則第 7条第 1 号に定める自動車専用道路

備考 3: 　「幹線交通を担う道路に近接する空間」とは車線数の区分に応じて道路端からの距離による

こととし、以下のとおりとする。

　　　　　

（参考）騒音の大きさの例　（第３章　　表５７）

１２０ｄｂ 飛行機のエンジンの近く
１１０ｄｂ 自動車の警笛（前方２ｍ）
１００ｄｂ 電車が通るときのガード下
　９０ｄｂ 大声による独唱、騒々しい工場の中
　８０ｄｂ 地下鉄の車内
　７０ｄｂ 電話のベル、騒々しい事務所の中
　６０ｄｂ 静かな乗用車、普通の会話
　５０ｄｂ 静かな事務所
　４０ｄｂ 図書館、静かな住宅地の昼
　３０ｄｂ 郊外の深夜、ささやき声
　２０ｄｂ 木の葉のふれ合う音、置き時計の秒針の音（前方１ｍ）

2222．あゆみ．あゆみ．あゆみ．あゆみ

　　　　騒音、振動はきわめて感覚的、心理的なもので、人によってそれぞれ感じ方にち

がいがある。
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　また、影響が大気汚染、水質汚濁問題とちがい、発生源の周辺地域の範囲に限ら

れ、広域的な問題となりにくがった。ところが都市の驚異的な発展、工業地帯の急

激な膨張、住宅と工場との混在化、道路交通網の整備、自動車交通量の増加等によ

り、特定の地域の問題にとどまらず住民の日常生活に身近な問題として発展してき

た。このため、これらのことを背景に規制墓準の決め方、規制手続等の続一を図り、

一元的な対策を進めるため、昭和 43 年に騷音規制法、昭和 51 年に振動規制法が制

定された。

3333．現況．現況．現況．現況

（（（（1111））））    環境騒音環境騒音環境騒音環境騒音

道路に面する住宅地においては、自動車騷音の影響が大きく、環境墓準を満足

していない地点がある。

一般地域（第３章　　表５８）

　　　　
測定場所： 四日市市三重４丁目 類型： Ａ類型（第１種住居地域）

測定年月日： 平成１１年１１月８日～９日

（単位：ｄＢ）

観測時間 等価騒音レベル 時間率騒音レベル 最大値区

分 　 ＬＡｅｑ Ｌ５０ Ｌ５ Ｌ１０ Ｌ９０ Ｌ９５ Ｌｍａｘ

1 10～11 51.5 40.4 54.5 48.8 35.8 34.7 76.6

2 11～12 48.8 39.3 50.6 46.1 35.4 34.5 72.5

3 12～13 50.4 38.1 51.6 46.6 33.7 32.7 82.4

4 13～14 50.3 36.8 50.0 44.8 32.6 32.0 77.3

5 14～15 52.2 45.1 55.2 51.9 42.4 41.8 74.6

6 15～16 56.0 44.4 59.4 54.5 40.8 40.2 86.2

7 16～17 52.2 45.1 56.5 52.1 42.1 41.5 77.5

8 17～18 53.4 45.1 58.8 54.0 42.4 41.8 80.0

9 18～19 54.1 44.4 58.4 53.3 42.0 41.5 78.4

10 19～20 51.2 44.1 55.1 50.4 42.0 41.3 72.4

11 20～21 50.0 43.8 53.5 49.6 41.5 40.9 73.3

12 21～22 47.6 43.1 50.9 47.9 40.6 40.0 70.3

13 22～23 46.9 42.8 49.0 47.0 40.3 39.7 71.1

14 23～ 0 45.7 43.3 47.5 46.2 41.2 40.6 71.6

15 0～ 1 45.3 39.2 45.4 43.1 37.0 36.5 73.9

16 1～ 2 46.0 40.3 46.1 44.3 37.8 37.2 77.1

17 2～ 3 44.7 36.8 43.5 41.4 34.6 34.1 73.7

18 3～ 4 43.9 39.0 44.1 42.5 36.6 36.2 72.9

19 4～ 5 44.9 40.6 46.1 44.2 38.4 37.9 73.2

20 5～ 6 48.3 40.3 47.6 44.8 38.0 37.5 77.6

21 6～ 7 52.1 44.2 52.3 49.0 41.7 41.1 80.9

22 7～ 8 56.4 47.8 58.7 54.5 45.4 44.9 88.0

23 8～ 9 52.9 45.1 57.5 52.3 42.8 42.2 75.1

24 9～10 53.5 46.7 57.4 53.4 43.8 43.2 79.0
昼 ６～２２ 53 　 　 　 　 　 　

夜 ２２～６ 46 　
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測定場所： 四日市市久保田 類型： Ａ類型（第１種住居地域）

測定年月日： 平成１１年１１月８日～９日

（単位：ｄＢ）

区分観測時間 等価騒音レベル 時間率騒音レベル 最大値

　 　 ＬＡｅｑ Ｌ５０ Ｌ５ Ｌ１０ Ｌ９０ Ｌ９５ Ｌｍａｘ

1 11～12 52.2 47.1 56.6 54.1 41.4 39.5 75.8

2 12～13 49.4 45.4 54.5 52.6 38.5 37.5 69.6

3 13～14 51.3 46.5 56.4 54.2 38.5 37.4 76.4

4 14～15 56.6 50.6 61.2 57.6 43.5 42.0 78.5

5 15～16 51.9 48.6 56.0 54.5 41.9 40.7 77.2

6 16～17 53.5 49.8 57.6 55.8 43.7 42.5 83.8

7 17～18 53.1 51.0 57.4 55.9 43.6 42.4 84.4

8 18～19 52.2 49.9 57.2 55.6 43.4 42.3 66.6

9 19～20 51.0 47.6 56.1 54.7 42.4 41.7 69.8

10 20～21 49.4 45.3 54.7 53.2 40.7 40.0 69.6

11 21～22 48.0 42.9 53.7 51.7 39.0 38.5 68.5

12 22～23 47.8 41.6 52.3 49.8 38.6 38.2 84.6

13 23～ 0 47.3 40.0 51.9 48.7 37.6 37.1 77.2

14 0～ 1 45.4 39.1 50.7 47.7 36.3 35.8 72.5

15 1～ 2 42.4 37.4 47.8 44.1 35.3 34.9 62.5

16 2～ 3 43.1 37.1 48.3 44.7 35.1 34.7 64.1

17 3～ 4 42.3 35.9 46.8 43.6 33.6 33.1 65.3

18 4～ 5 43.5 37.9 48.0 44.6 35.9 35.6 66.1

19 5～ 6 47.3 39.7 52.2 48.6 36.7 36.3 81.7

20 6～ 7 50.8 45.9 54.8 52.8 41.3 40.6 80.9

21 7～ 8 53.0 50.8 57.5 55.8 45.8 44.7 73.8

22 8～ 9 52.5 49.4 57.3 55.4 44.0 42.8 71.0

23 9～10 55.8 50.9 58.1 56.1 43.4 41.9 85.3

24 10～11 58.2 49.7 58.6 56.3 44.3 43.2 90.4
昼 ６～２２ 53 　 　 　 　 　 　

夜 ２２～６ 45 　
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（（（（2222））））    自動車交通騒音自動車交通騒音自動車交通騒音自動車交通騒音

道路網の整備と自動車交通量の増加に伴い、自動車騷音の影響範囲は面的な広

がりをみせ、住民の生活環境に影響を及ぼしている。特に国道 1号、23 号の主要

幹線道路周辺では影響が大きい。

ァ．代表地点における騷音測定

（ァ）国道 23号（名四国道）

・環境基準の地域の区分：幹線交通を担う道路に面する地域

　　　　　　　　　交通量と騒音レベル（第３章　　表５９）

測定場所 ：蔵町 4  納屋自動車排出ガス測定局前

測定年月日：平成 11 年 11 月 9 日～10 日

等価騒音レベル 時間率騒音レベル 最大値

　
観測時間

ＬAeq ＬA50 ＬA5 ＬA10 ＬA90 ＬA95 ＬAmax

単位 　 ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ

０１ 19 ～ 20 69.3 68.6 73.6 72.7 56.4 55.6 85.5
０２ 20 ～ 21 69.8 68.7 74.5 73.6 55.2 53.1 80.7
０３ 21 ～ 22 70.6 69.0 75.3 74.2 54.5 52.3 86.3
０４ 22 ～ 23 70.3 64.2 75.2 74.2 48.7 47.3 91.8
０５ 23 ～ 0 70.3 62.9 76.0 74.9 48.2 47.1 87.9
０６ 0 ～ 1 69.9 60.9 75.8 74.6 47.8 46.9 86.5
０７ 1 ～ 2 70.4 62.0 76.1 75.0 48.0 46.9 86.3
０８ 2 ～ 3 71.4 62.2 76.8 75.4 47.6 46.6 93.4
０９ 3 ～ 4 70.7 62.7 76.2 75.2 46.6 45.8 86.5
１０ 4 ～ 5 71.1 64.5 76.5 75.5 48.5 47.6 87.4
１１ 5 ～ 6 71.0 68.0 76.0 75.0 53.4 51.8 85.3
１２ 6 ～ 7 71.0 70.3 75.3 74.4 56.2 54.7 85.7
１３ 7 ～ 8 68.9 67.8 73.2 72.1 56.7 55.7 85.1
１４ 8 ～ 9 69.5 69.1 73.6 72.7 57.7 56.4 83.9
１５ 9 ～ 10 68.9 66.4 73.8 72.6 58.3 57.3 86.9
１６ 10 ～ 11 69.6 67.6 74.2 73.1 58.7 57.9 90.0
１７ 11 ～ 12 69.6 67.3 74.3 73.2 59.6 58.8 90.0
１８ 12 ～ 13 70.8 70.2 75.1 74.1 58.0 57.0 86.4
１９ 13 ～ 14 70.9 70.2 75.2 74.2 57.6 56.4 93.5
２０ 14 ～ 15 70.9 69.9 74.9 73.9 58.1 57.2 85.2
２１ 15 ～ 16 70.4 69.4 74.6 73.5 57.6 56.4 87.6
２２ 16 ～ 17 70.0 69.4 74.0 73.2 58.5 57.5 90.9
２３ 17 ～ 18 68.0 67.1 72.2 71.3 56.9 56.2 86.4

２４ 18 ～ 19 68.9 68.1 73.4 72.3 56.2 55.2 87.3
昼 6 ～ 22 70 　 　 　 　 　 　

夜 22 ～ 6 71 　 　 　 　 　 　
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（ィ）国道 1号

・環境基準の地域の区分：幹線交通を担う道路に面する地域

　　　　　　　　

　交通量と騒音レベル（第３章　　表６０）

測定場所：富田二丁目４　四日市北消防署前

測定年月日：平成 11 年 11 月 29 日～30 日

等価騒音レベル 時間率騒音レベル 最大値

　
観測時間

ＬAeq ＬA50 ＬA5 ＬA10 ＬA90 ＬA95 ＬAmax

単位 　 ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ

０１ 15 ～ 16 72.5 69.3 76.4 74.9 57.8 54.7 99.5
０２ 16 ～ 17 74.1 70.2 77.3 75.8 57.8 54.2 99.5
０３ 17 ～ 18 71.8 69.2 75.9 74.6 58.9 55.8 96.1
０４ 18 ～ 19 72.0 70.2 76.9 75.6 57.3 53.7 98.0
０５ 19 ～ 20 73.4 69.8 77.0 75.7 56.3 52.6 101.1
０６ 20 ～ 21 74.1 69.4 78.1 76.6 53.3 50.1 103.6
０７ 21 ～ 22 72.6 67.7 77.8 76.3 49.5 44.2 98.3
０８ 22 ～ 23 71.3 65.0 77.4 75.9 47.6 46.4 88.4
０９ 23 ～ 0 72.8 61.3 77.5 75.5 45.5 44.1 99.7
１０ 0 ～ 1 69.8 56.5 76.9 74.6 45.5 44.3 88.3
１１ 1 ～ 2 69.2 55.5 76.5 74.0 47.7 46.5 86.2
１２ 2 ～ 3 68.5 50.9 75.6 72.3 41.8 41.0 95.7
１３ 3 ～ 4 68.4 53.6 75.7 72.4 47.5 46.3 88.2
１４ 4 ～ 5 69.0 54.9 76.3 73.3 48.3 47.0 91.1
１５ 5 ～ 6 70.3 58.3 77.0 74.7 48.2 47.1 93.5
１６ 6 ～ 7 72.3 66.8 78.0 76.3 50.7 48.2 88.5
１７ 7 ～ 8 74.5 69.4 77.7 76.2 59.0 56.5 102.7
１８ 8 ～ 9 73.0 68.7 77.2 75.7 57.1 53.6 103.0
１９ 9 ～ 10 73.9 70.0 77.3 75.9 56.4 52.5 103.0
２０ 10 ～ 11 73.8 71.0 78.1 76.5 58.0 54.3 101.5
２１ 11 ～ 12 73.0 70.9 77.9 76.3 57.7 54.6 94.9
２２ 12 ～ 13 72.8 70.6 77.8 76.4 55.2 51.1 87.5
２３ 13 ～ 14 72.0 70.0 76.9 75.5 56.6 52.7 89.8

２４ 14 ～ 15 72.6 71.2 77.1 75.9 59.8 55.7 87.6
昼 6 ～ 22 73 　 　 　 　 　 　

夜 22 ～ 6 70 　 　 　 　 　 　
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　　　　ィ．騷音常時監視測定

　国道 23号と東名自動車道周辺の騒音を常時監視するため、自動車排出ガス測

定局である納屋測定局と東名阪測定局で、月に l回、連続 5 日間騒音測定を行

った。

（ァ）納屋測定局（国道 23 号）（第３章　　表６１）

騒音レベル（中央値）（デシベル）
測定月

朝 昼間 夕 夜間

４月 72 72 71 66
５月 73 74 72 66
６月 72 71 71 65
９月 71 71 71 64

10 月 72 70 69 64
12 月 72 71 70 67
１月 72 70 70 66
２月 71 72 72 64

要請限度 75 80 75 65

（ィ）東名阪測定局（東名阪自動車道）（第３章　　表６１）

騒音レベル（中央値）（デシベル）
測定月

朝 昼間 夕 夜間

４月 59 61 59 57
５月 58 57 56 55
６月 59 60 56 55
９月 58 58 60 56

10 月 59 59 57 56
12 月 60 60 58 57
１月 59 61 58 56
２月 58 61 58 56

騷音の大ささは 5日間の中央値である。

7、8、11、3月については天候不良のため欠測。
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　（参考）自動車騒音要請限度（第３章　　表６２）

騷音規制法による要請及び意見を行う場合の限度（平成 12 年 3 月 31 日まで）

　 　 時間の区分 　

　
区域の区分

昼間 朝夕 夜間

１ 第一種区域のうち１車線を有する道路に面する地域 55 デシベル 50 デシベル 45 デシベル

２ 第二種区域のうち 1 車線を有する道路に面する地域 60 デシベル 55 デシベル 50 デシベル

３
第一種区域及び第二種区域のうち 2 車線を有する道

路に面する地域
70 デシベル 65 デシベル 55 デシベル

４
第一種区域及び第二種区域のうち 2車線をこえる車線

を有する道路に面する地域
75 デシベル 70 デシベル 60 デシベル

５
第三種区域及び第四種区域のうち 1 車線を有する道

路に面する地域
70 デシベル 65 デシベル 60 デシベル

６
第三種区域及び第四種区域のうち 2 車線を有する道

路に面する地域
75 デシベル 70 デシベル 65 デシベル

７
第三種区域及び第四種区域のうち 2車線をこえる車線

を有する道路に面する地域
80 デシベル 75 デシベル 65 デシベル

備考　　1．第一種区域、第二種区域、第三種区域及び第四種区域の区分は、以下のとおり

第一種区域 第二種区域 第三種区域 第四種区域

第一種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域 近隣商業地域 工業地域

第二種低層住居専用地域 第二種中高層住居専用地域 商業地域 　

　 第一種住居地域 準工業地域 　

　 第二種住居地域 　 　

　 準住居地域 　 　

2．車線とは、一縦列の自動車（二輸のものを除く）が安全かつ円滑に走行するために必要な幅

員を有する帯状の車道の部分をいう。

3．騷音の測定場所は、原則として、道路（交差点を除く）に画し、かつ、住居、病院、学校等

の用に供される建築物から道路に向かって 1メートルの地点（当該地点が車道内にあることと

なる場合にあっては、車道と車道以外の部分が接している地点）とする。

4．騷音の測定は、当該道路に係る自動車騒音を対象とし、連続する 7 日問のうち当該自動車騒

音の状況を代表すると認められる 5日間について、昼間、朝、タ及び夜問の区分ごとに l時間

当たり l回以上の測定を 4時間以上（当該区分の時間が 4時間に満たない場合は、当該区分の

全時間）行うものとする。

5．騷音の大ささは、昼間、朝、タ及び夜間の区分ごとのすべての測定値の平均値とする。

6．時間の区分

昼間　午前 8時から午後 7時まで

朝　　午前 6時から午前 8時まで

  夕　　午後 7時から午後 10時まで

　　　夜間　午後 10時から翌日午前 6時まで
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騷音規制法による要請及び意見を行う場合の限度（平成 12 年 4 月 1 日から）

時間の区分

昼　間 夜　間区域の区分

（6 時～22 時） （22 時～6 時）

ａ区域及びｂ区域 １車線を有する道路 65 55
ａ区域 ２車線以上の車線を有する道路 70 65
ｂ区域 ２車線以上の車線を有する道路 75 70
ｃ区域 車線を有する道路 75 70
幹線交通を担う道路に近接する区域 75 70

（単位：ｄＢ）等価騒音レベル

備考

1.　区域の区分は以下のとおり

ａ区域
第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、

第２種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域

ｂ区域 第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域

ｃ区域 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

2.　上表に掲げる区域のうち幹線交通を担う道路に近接する区域（２車線以下の車線を有する道路

の場合は敷区の境界線から１５ｍ、２車線を超える車線を有する道路の場合は道路の敷区の境界

線から２０ｍまでの範囲をいう。）にかかる限度は上表にかかわらず、昼間においては７５デシ

ベル、夜間においては７０デシベルとする。

3.　騒音の測定は、当該道路のうち原則として交差点を除く部分にかかる自動車騒音を対象とし、

連続する７日間のうち当該自動車騒音の状況を代表すると認められる３日間について行うもの

とする。

4.　騒音の評価手法は、等価騒音レベルによるものとする。

5.　騒音の大きさは、測定した値を時間の区分ごとに３日間の原則として全時間を通じてエネル

ギー平均した値とする。

6.　車線とは、一縦列の自動車（二輸のものを除く）が安全かつ円滑に走行するために必要な幅員

を有する帯状の車道の部分をいう。

7．　騷音の測定場所は、原則として、道路（交差点を除く）に画し、かつ、住居、病院、学校等

の用に供される建築物から道路に向かって 1メートルの地点（当該地点が車道内にあることとな

る場合にあっては、車道と車道以外の部分が接している地点）とする。
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（（（（3333）自動車交通振動）自動車交通振動）自動車交通振動）自動車交通振動

　騷音と同一の 2地点で測定をしたが、いずれの地点においてもレベルでほとん

ど人体に感じない程度である。

　　　　　　交通量と振動レベル（第３章　　表６３）

測定場所：蔵町 4　納屋自動車排出ガス測定局前

　　　　　　　　測定年月日：平成 11 年 11 月 9 日～10 日

交通量(台/10 分間)
時刻

振動レベル(デシベル)
(80%レンジ上端) 大型車 小型車 二輪車 計

11/9 19:00 45 152 426 1 579
　 22:00 45 172 198 2 372
　 23:00 47 169 153 0 322
11/10 4:00 49 246 35 1 282
　 5:00 50 292 46 1 339
　 9:00 46 241 259 2 502
　 12:00 47 270 215 1 486
　 15:00 47 138 323 0 461

　

測定場所：富田二丁目 4　四日市北消防署前

測定年月日：平成 11 年 11 月 29 日～30 日

交通量(台/10 分間)
時刻

振動レベル(デシベル)
(80%レンジ上端) 大型車 小型車 二輪車 計

11/29 19:00 46 8 172 6 186
　 22:00 47 6 108 4 118
　 23:00 46 5 81 0 86
11/30 4:00 50 13 9 0 22
　 5:00 43 14 25 0 39
　 9:00 53 39 188 1 228
　 12:00 45 16 200 1 217
　 15:00 47 26 210 1 237

振動規制法による要請及び意見を行う場合の限度

時間の区分
区域の区分 昼　間

（8 時～19 時）

夜　間

（19 時～8 時）

第１種区域 第１種低層住居専用地域、第２種低層

住居

専用地域、第１種中高層住居専用地

域、

第２種中高層住居専用地域、第１種住

居地域、

第２種住居地域及び準住居地域

６５ｄＢ ６０ｄＢ

第２種区域 近隣商業地域、商業地域、準工業地域

及び

工業地域

７０ｄＢ ６５ｄＢ

備考
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1.　振動の測定は、当該道路に係る道路交通振動を対象とし、当該道路交通振動の状況

を代表すると認められる１日について、昼間及び夜間の区分ごとに１時間以上の測定

を４時間以上行うものとする。

2.　振動レベルは、５秒間隔、百個又はこれに準ずる間隔、個数の測定値８０％レンジ

上端数値を、昼間及び夜間の区分ごとにすべてについて平均した数値とする。

（参考）振動のめやす（第３章　　表６４）

デシベル 気象庁震度数 状態

95～105 強震 V 壁にわれ目が入り煙突、石垣等が破損する

85～95 中震Ⅳ 家屋が激しくゆれ、すわりの悪いものが倒れる

75～85 弱震Ⅲ 家屋がゆれ、障子がガタガタと音を立てる

65～75 軽震Ⅱ 大ぜいの人に感ずる程度のもので、障子がわずかに動く

55～65 微震Ⅰ 静止している人にだけ感じる

45～55 無感０ 人はゆれを感じない

4444．対策．対策．対策．対策

　　　　　　　　工場、事業場に係る規制については、騷音、振動規制法により、工業専用地域、市

街化調整地域を除く地域を、また三重県公害防止条例にあっては、工業専用地域を除

く地域を規制地域とし、特定施設および指定施設を有する工場、事業場から発生する

騷音及び振動をそれぞれ規制の対象としている。また、商業宣伝放送や深夜営業に伴

うカラオケ等の騷音及び近隣騷音についても県条例で規制を行っている。

　　平成 11 年度の騒音・振動苦情は 37 件で、全苦情の 19％を占めており、ここ数年横

ばい傾向にある。発生源別にみると、住工混在地域にある中小工場が主であり、苦情

に伴い発生源工場等へ立入調査を行い、防音対策や施設改善の指導を行っている。

　　　　　　　

騷音レベル（デシベル）とは
騷音の大きさを表す単位のことであり、物理的に測定した騷音の大
きさを、人間の耳の感覚に合うように補正されている。

振動レベル（デシベル）とは
振動の大きさを表す単位のことであり、物理的に測定した振動の大き
さを、人間の感覚に合うように補正されている。
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第５節　地盤沈下第５節　地盤沈下第５節　地盤沈下第５節　地盤沈下

1111．．．．    あゆみあゆみあゆみあゆみ

四日市市臨海部は、昭和３０年代の前半に石油コンビナート企業の進出など工場立地

が相次ぎ、地下水の需要が急激に増加し、水位低下のきざしがでてきたため、工業用水

法の地域指定（昭和３２年７月）及び三重県公害防止条例による地下水汲み上げの許可

制（昭和５０年４月）、既設揚水設備に対する揚水量の２０％削減（昭和５２年４月）な

ど規制が強化され、その効果が現れ、沈下は次第に鎮静化の方向に向かっている。

また、富田、富洲原地域（４１７ｈａ）の雨水、高潮対策の一環として四日市市と四

日市港管理組合で新富洲原合同ポンプ場を建設するなど改善に努めている。

地盤沈下状況（第３章　　図１９）
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２．現況２．現況２．現況２．現況

平成１１年度地盤沈下調査の結果、市内にある３８カ所の水準点において年間－０．

９５～＋０．１３cmの変動があった。
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地盤沈下調査精密水準測量結果（第３章　　表６５）

標高（ｍ） 年間変動量(㎝)

所在地 水準点番号 A
H9.11

B
H10.11

C
H11.11

B－A C-B

累 積 変 動 量

( ㎝ )
11.11 現在

累

積

年

富田一色町 県 8 0.5933 0.5933 0.5904 +0.00 -0.29 +6.5320
天カ須賀 県 47-15 0.4717 0.4750 0.4708 +0.33 -0.42 -17.8027
大矢知町 県 101 14.0562 14.0560 14.0547 -0.02 -0.13 +7.0926
富田一色町 県 47-16 2.0637 2.0645 2.0581 +0.08 -0.64 -12.7027
東富田町 県 46-10 2.2412 2.2419 2.2360 +0.07 -0.59 +1.389
茂福町 県 46-11 3.0041 3.0072 3.0047 +0.31 -0.25 +4.8127
別名町 県 46-12 9.4744 9.4781 9.4752 +0.37 -0.29 +3.1227
羽津町 県 11 2.1364 2.1385 2.1338 +0.21 -0.47 +5.9438
霞ケ浦町 県 46-13 2.0801 2.0802 2.0734 +0.01 -0.68 -6.8227
蒔田前波 国 1464 4.0434 4.0439 4.0452 +0.05 +0.13 -23.8338
緑丘町 県 47-17 22.8617 22.8616 22.8590 -0.01 -0.26 +10.6627
東阿倉川町 県 47-18 5.4323 5.4352 5.4309 +0.29 -0.43 +9.4027
東新町 県 47-19 1.2855 1.2867 1.2827 +0.12 -0.40 +9.4527
三郎町 県 46-14 3.6677 3.6714 3.6619 +0.37 -0.95 +4.7327
新々町 県 46-15 2.7349 2.7376 2.7352 +0.27 -0.24 +5.8027
掘木町 県 13 4.9844 4.9860 4.9823 +0.16 -0.37 +1.9438
赤堀 県 14 7.7863 7.7846 7.7800 -0.17 -0.46 +4.0738
大協町 県 16 2.5906 2.5908 2.5843 +0.02 -0.65 +6.7638
北納屋町 港 48-1 1.7077 1.7081 1.7010 +0.04 -0.71 +8.3026
尾上町 港 48-2 1.8297 1.8297 1.8227 +0.00 -0.70 +9.4826
千歳町 港 48-3 2.2959 2.2959 2.2887 +0.00 -0.72 +6.5926
富田一色町 港 49-2 1.9416 1.9410 1.9350 -0.06 -0.60 -4.24 24
千歳町 港 17 2.5258 2.5272 2.5195 +0.14 -0.77 -0.91 38
〃 港 18 2.1049 2.1041 2.0954 -0.08 -0.87 +7.63 26
〃 検潮場 4.7212 4.7231 4.7139 +0.19 -0.92 +5.95 21
東邦町 県 22 1.6246 1.6247 1.6213 +0.01 -0.34 -0.08 38
東日野町 県 102 10.7197 10.7192 10.7127 -0.05 -0.65 +7.50 26
東邦町 県 23 1.7408 1.7408 1.7377 +0.00 -0.31 +2.38 38
宝町 県 25 1.6258 1.6276 1.6242 +0.18 -0.34 -4.09 38
塩浜町 県 27 2.0109 2.0110 2.0080 +0.01 -0.30 +0.16 38
〃 県 28 1.7707 1.7692 1.7679 -0.15 -0.13 -4.28 38
川尻町 県 29 3.2831 3.2849 3.2807 +0.18 -0.42 -6.78 38
塩浜町 県 46-17 2.2142 2.2157 2.2119 +0.15 -0.38 +4.58 27
〃 県 31 2.1732 2.1704 2.1688 -0.28 -0.16 +1.61 5
石原町 県 32 2.0409 2.0389 2.0364 -0.02 -0.25 -13.79 38
磯津町 県 33 1.9203 1.9176 1.9128 -0.27 -0.48 -7.34 38
河原田町 県原標 14.2647 14.2658 14.2591 +0.11 -0.67 +6.83 37
石原町 SL0.0 6.5231 6.5213 6.5189 -0.18 -0.24 +6.64 27
※豊明市栄町

南館
基 39 38.6468 38.6468 38.6468 ±0 ±0 ±0 　
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2222．．．．    対策対策対策対策

　　　　工業用水法及び三重県公害防止条例により井戸の設置等について規制を行っているが、

桑名郡の一部の地域においてゆるやかな地盤沈下か進行しているので、これら区域の推

移も見守っていかなければならない。

（1） 工業用水法による規制

　　指定地域

　　　海蔵川以南で、近畿日本鉄道四日市駅以北の近畿日本鉄道名古屋線、一般国

道 1号との交会点以北の近畿日本鉄道内部線、その交会点から内部川との交会

点までの一般国道 1号、その交会点から県道四日市鈴鹿線との交会点までの内

部川及びその交会点以南の県道四日市鈴鹿線以東の地域に限る。ただし、公有

水面を除く。

　　　許可の基準（第３章　　表６６）

　 地域
揚水機の吐出口の断面

積(平方センチメートル)
ストレーナーの位置(地表

面下メートル)

イ
内部川および内部川との分岐点以東

の鈴鹿川以北の地域

２１以下

２１をこえ４６以下

１００以深

２３０以深

ロ イに掲げる地域以外の地域 ２１以下

２１をこえ４６以下

５０以深

１５０以深

（2）三重県公害防止条例による規制（第３章　　表６６）

規制の概要 規制の概要指 定 地 域

の種類 既設揚水設備 揚水規制 新設
その他

第１号地域

農業用・水産養殖

用・水道事業用以外

で１０m 以深から揚

水しているものは、

昭和５２年４月以降

２０%の削減を要す

る。

第２号地域

昭和５０年５月３０

日までに届出たも

のは、別に定める

日まで許可を受け

たものとみなす。

吐出口の断面積

が１９c ㎡以上の

揚水設備には水

量測定器を設置し

なければならな

い。

　

防火・保安・その他特に必

要と認められた場合を除

き下記の許可基準が適用

され、水量測定器も同時

に設置を要する。

  ストレーナー位置

地下 10 ㎜以浅

吐出口の断面積

19c ㎡以下

原動機の定格出力

2.2kW 以下

工場等の総揚水量

350 ㎡/日以下

揚水設備や用途を変更す

る場合は許可を要する。

水量測定器の設備報告・

揚水量の報告・その他承

継・廃止などの各種届出

を要する。

揚水

届出地域

揚水設備を新設する場合はあらかじめ届出を要する。その他変更・承継・廃止等もその都

度届出を要する。

備考 許可又は届出対象揚水設備は吐出口の断面積６c ㎡以上の設備(家庭用を除く)
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第第第第 6節協定書節協定書節協定書節協定書
1111．公害防止協定．公害防止協定．公害防止協定．公害防止協定

昭和 43 年以降住民の生活環境を保全し、きめの細かい公害防止対策を推し進めるた

め、石油化学コンビナートを中心に各企業と順次公災害防止協定を締結した。昭和 50

年に石油コンビナート等災害防止法が制定されたのを機に、災害関係を切り離し、公

害防止協定として締結し直し、平成 12 年 3 月 31 日現在 65 企業と締結している。

主な公害防止協定締結企業（第３章　　表６７）

企業名 企業名

石原産業㈱ 味の素㈱

日本アエロジル㈱ 松下電工㈱

三菱マテリアルポリシリコン㈱ 三菱瓦斯化学㈱

昭和四日市石油㈱ 日本板硝子㈱

四日市オキシトン㈱ コスモ石油㈱

三菱化学㈱ 協和油化㈱

㈱東芝 昭和炭酸㈱

中部電力㈱ 東ソー㈱

ＪＳＲ㈱ 上野製薬㈱

東邦化学工業㈱ 大日本インキ化学工業㈱

第一工業製薬㈱ 日曹油化工業㈱

四日市合成㈱ 四日市ワイケイケイエーピー工業㈱

三菱化学ビー工一エスエフ㈱ 八千代工業㈱

日本エタノール㈱ シーケーディプレシジョン㈱

ライオンアクゾ㈱ その他の企業 36 社

（平成 12年 3月 31日現在）

2222．環境保全協定．環境保全協定．環境保全協定．環境保全協定

ゴルフ場の事業活動に伴って発生する農薬等の使用による環境汚染及び公災害の未

然防止を目的とし、ゴルフ場 5社と環境保全協定を締結している

　3333．公害防止協定書．公害防止協定書．公害防止協定書．公害防止協定書

四日市市（以下「甲」という。）と【　　　　　】（以下「乙」という。）とは、公害の防

止について次のとおり協定する。

（目的）

第１条　この協定は、乙の企業活動に伴って発生する公害を防止し、もって地域住民の健

康を保護し、生活環境の保全に努めることを目的とする。

（責務）

第２条　乙は、前条の目的を達成するため公害関係法令、三重県公害防止条例等に定める

公害防止に関する諸規定を遵守するほか、別添の公害防止計画書（以下「計画書」

という。）を完全に履行することにより、一切の公害発生を防止するものとする。
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（公害発生時の義務）

第３条　乙は、前条の規定事項を完全に履行したにもかかわらず公害発生のおそれが生じ、

又は公害が発生したと甲が認めたときは、乙は、甲の指示に従い生産削減、操業の

短縮及び休止を含む適切な防止措置をとらなければならない。

（事故時の措置）

第４条　乙は、乙の工場に設置している施設等において故障破損その他の事故が発生した

ときは、直ちに応急の措置をとるとともに、速やかにその状況を甲に通報しなけれ

ばならない。

（損害賠償の義務）

第５条　乙は、乙の工場に設置している施設等により公害を発生し、第三者に損害を与え

たときは乙の責任において補償その他の措置をとらなければならない。

（立入調査等）

第６条　甲は、乙に対し必要に応じて協定書に係る報告を求め、又は立入調査をすること

ができる。

（環境整備）

第７条　乙は、すすんで工場及び周辺の環境美化に努めるとともに、常に付近住民との協

調融和を図るものとする。

（増設及び変更）

第８条　乙は、生産施設の規模拡大、公害防止対策の強化等計画書の内容を変吏する必要

が生じたときは、あらかじめ甲に協議し、その指示に従わなければならない。

（協議事項）

第９条　この協定書に定めのない事項にっいて新たに定めをする必要が生じたとき又はこ

の協定に定める事項について疑義が生じたときは、その都度甲、乙協議して定める

ものとする。

この協定締結を証するため、本書 2通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各自その

1通を保有する。

平成　　年　　月　　日

甲　四日市市諏訪町 1番 5号
四日市市

四日市市長

乙

添付書類：公害防止計画書



100

第第第第 7節公害苦情節公害苦情節公害苦情節公害苦情

１．１．１．１．    公害苦情件数の年度別推移公害苦情件数の年度別推移公害苦情件数の年度別推移公害苦情件数の年度別推移

苦情件数は昭和 47年度の 1，060 件をピークとし、その後の公害防止対策等の推

移により、減少傾向を示していた。しかしながら、近年は環境間題に対する市民の

関心か高まっていることもあり、徴増傾向に転じている。

２．２．２．２．    平成平成平成平成 11111111 年度の状況年度の状況年度の状況年度の状況

平成 11 年度の公害苦情件数は 197 件で、昨年に比べて 57 件減少した。種類別に

は大気汚染、悪臭、騷音・振動、水質汚濁の順であった。

     平成 11 年度月別苦情件数（第３章　　表６８）

種類

月
大気汚染 悪臭

騒音・

振動
水質汚濁 その他 計

４月 6 6 4 3 1 20

５月 4 2 2 1 2 11

６月 12 7 5 4 0 28

７月 12 6 5 1 1 25

８月 12 6 5 2 3 28

９月 7 7 6 0 1 21

10 月 8 3 3 1 1 16

11 月 1 3 1 1 0 6

12 月 4 2 0 4 0 10

１月 2 1 2 1 0 6

２月 3 2 3 2 0 10

３月 5 9 1 1 0 16

計 76 54 37 21 9 197

率(%) 39 27 19 11 4 100

     平成 11 年度発生源別苦情件数（第３章　　表６８）

種類

　

大気汚染 悪臭
騒音・

振動
水質汚濁 その他 計 率(%)

大企業 0 2 5 0 0 7 4

中小企業 54 18 23 10 2 107 54

その他 16 10 7 0 2 35 18

不明 6 24 2 11 5 48 24

計 76 54 37 21 9 197 100

率(%) 38 27 19 11 5 100 ―
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３．公害苦情処理体制３．公害苦情処理体制３．公害苦情処理体制３．公害苦情処理体制

工場・事業場

公害発生源

被害者・住民

市・環境保全課

県北勢県民局

県大気水質課

関係主管課

調

査

・

指
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対

策

の

報

告
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・
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第第第第 8節法律節法律節法律節法律・条例に基づく届出状況・条例に基づく届出状況・条例に基づく届出状況・条例に基づく届出状況（平成（平成（平成（平成 11年度末現在）年度末現在）年度末現在）年度末現在）

1111．大気汚染防止法．大気汚染防止法．大気汚染防止法．大気汚染防止法・三重県公害防止条例に基づく届出工場・三重県公害防止条例に基づく届出工場・三重県公害防止条例に基づく届出工場・三重県公害防止条例に基づく届出工場・事業場数・事業場数・事業場数・事業場数

   法に基づく施設の設置工場等数（第３章　　表６９）

ばい煙発生施設 一般粉じん発生施設 特定粉じん発生施設
工場等の区分

工場等数 施設数 工場等数 施設数 工場等数 施設数

硫黄酸化物

総量規制工場数

工  場 177 723 16 67 2 7 35

事業場 72 152 5 34 0 0 4

計 249 875 21 101 2 7 39

   条例に基づく施設の設置工場等数（第３章　　表６９）

ばい煙発生施設 一般粉じん発生施設
工場等の区分

工場等数 施設数 工場等数 施設数

窒素酸化物

総量規制工場数

工  場 59 562 56 346 32

事業場 14 22 4 8 2

計 73 584 60 354 34

2222．三重県公害防止条例に基づく炭化水素系物質に係る届出施設数．三重県公害防止条例に基づく炭化水素系物質に係る届出施設数．三重県公害防止条例に基づく炭化水素系物質に係る届出施設数．三重県公害防止条例に基づく炭化水素系物質に係る届出施設数

第 1コンビナート第 2 コンビナート第 3 コンビナート
番号

炭化水素系

物質の種類
施設数 施設数 施設数

計

1 原油 27 20 0 47

2 揮発油 11 24 0 35

3 ナフサ 14 9 2 25

4 ジェット燃料 1 0 0 1

5 有機溶剤 285 44 64 393

計 338 97 66 501
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3. 3. 3. 3. 水質汚濁防止法に基づく特定事業場数水質汚濁防止法に基づく特定事業場数水質汚濁防止法に基づく特定事業場数水質汚濁防止法に基づく特定事業場数（第３章　　表７０）

業種 事業場数 業種 事業場数

- 7
畜産農業

18
飲食店等

3

11 －
食料品製造業

153
洗濯業

95(7)

2(1) －
繊維工業

1

新聞・印刷業・写真

現像業 31

19(3) 1
化学工業

19(3)
病院

1

2(2) 2
石油精製業

-

自動式車両洗浄施

設 121

6(2) 2(2)
窯業

33(7)
試験研究機関

12(10)

- 1(1)
砕石・砂利採取業

9
ごみ焼却場

1(1)

1 67
鉄鋼業

3

下水道終末処理施

設・し尿処理施設等 77

9(4) 3(2)金属機械製造業

金属等表面処理業 23(5)
その他

2

- 135
水道浄化施設

2
計

691

2
旅館業

87

(注)　上段は 50ｍ３／日以上、下段は 50m3／日未満、（　）は内数で有

害物質を使用・製造している事業場分
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4444．騒音規制法．騒音規制法．騒音規制法．騒音規制法・三重県公害防止条例に基づく届出数・三重県公害防止条例に基づく届出数・三重県公害防止条例に基づく届出数・三重県公害防止条例に基づく届出数

特定施設等設置工場等数（第３章　　表７1）

法 条          例
工場等の区分

特定工場等 特定施設 工場等 指定施設

工　　　　　　場 193 1,810 103 744
事   業   場 89 527 263 1,012

計 282 2,337 366 1,756

特定施設等の届出数（第３章　　表７１）

施設名 特定施設 指定施設 施設名 特定施設 指定施設

1.圧延機械 0 0 19.摩砕機 98 3

2.製管機械 0 0 20.ふるい分機 0 2

3.ベンディングマシン 30 1 21.分級機 1 1

4.液圧プレス 129 29 22.織機 337 0

5.機械プレス 191 14 23.コンクリートプラント 4 13

6.せん断機 54 4 24.アスファルトプラント 0 5

7.鍛造機 3 0 25.穀物用製粉機 38 0

8.ワイヤーフォーミングマシン 0 0 26.ドラムバーカー 0 0

9.ブラスト 30 0 27.チッパー 0 0

10.タンブラー 4 0 28.砕木機 1 0

11.鋳型造型機 65 0 29.帯のこ盤 16 1

12.高速切断機 - 22 30.丸のこ盤 6 0

13.空気圧縮機 313 70 31.かんな盤 15 14

14.送風機 929 129 32.抄紙機 0 0

15.ガス圧縮機 - 195 33,印刷機械 45 0

16.真空ポンプ - 49 34.合成樹脂用射出成形機 14 33

17.冷房機及び冷却塔 - 1,164 35.コルゲートマシン - 0

18.破砕機 14 7 計 2,337 1,756
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特定建設作業等の届出（平成 11 年度）（第３章　　表７１）

作業の種類 騒音規制法
三重県公害

防止条例

1.くい打機等を使用する作業 6 3

2.びょう打機　　　　　〃 0 0

3.さく岩機　　　　　　 〃 40 11

4.空気圧縮機　　　　〃 2 1

5.コンクリートプラント等を設けて行う作業 0 0

6.バックホウを使用する作業 21 5

7.トラクターショベル 〃 0 0

8.ブルドーザー　　   〃 2 3

計 71 23

5555．振動規制法．振動規制法．振動規制法．振動規制法・三重県公害防止条例に基づく届出数・三重県公害防止条例に基づく届出数・三重県公害防止条例に基づく届出数・三重県公害防止条例に基づく届出数

特定施設等設置工場等数（第３章　　表７２）

法 条          例
工場等の区分

特定工場等 特定施設 工場等 指定施設

工　　　　　　場 78 753 54 229

事　　業　　場 27 91 17 36

計 105 844 71. 265

　　　　　　　　特定施設等の届出数（第３章　　表７２）

施設名 特定施設 指定施設 施設名 特定施設 指定施設

1.液圧プレス 138 29 13.コンクリートブロックマシン等 1 22

2.機械プレス 232 15 14.ドラムバーカー 0 0

3.せん断機 42 4 15.チッパー 0 0

4.鍛造機 4 0 16.印刷機械 13 1

5.ワイヤーフォーミングマシン 0 0 17.ロール機 0 0

6.ベンディングマシン － 2 18.合成樹脂用射出成形機 16 26

7.デイーゼルエンジン － 0 19.鋳型造型機 6 0

8.振動コンベヤー － 6 20.ダイカストマシン － 1

9.圧縮機 313 90 21.シェークアウトマシン － 3

10.破砕機等 84 21 22.遠心分離機 － 20

11.織機 26 0 　 　

12.製網機 － 39 計 875 279
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特定建設作業等の届出（平成 10 年度）（第３章　　表７３）

作業の種類 振動規制法
三重県公害

防止条例

1.くい打ち機等を使用する作業 9 6
2.鋼　　　　　　球　　　　　〃 0 0
3.舗装板破砕機　　　　　〃 0 3
4.ブレーカー 35 4

計 44 13

6666．騒音．騒音．騒音．騒音・振動に係る指定地域別の特定工場等数・振動に係る指定地域別の特定工場等数・振動に係る指定地域別の特定工場等数・振動に係る指定地域別の特定工場等数（第３章　　表７３）

騒音規制法 条例(騒音) 振動規制法 条例(振動)
指定地域の区分

特定工場等 工場等
指定地域の区分

特定工場等 工場等

第一種区域 3 2

第二種区域 65 72
第一種区域 16 10

第三種区域 141 162

第四種区域 73 36
第二種区域 91 22

その他 － 94 その他 － 41

計 282 366 計 107 73


